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明 細 書

発明の名称 ：

重合性組成物、重合物、画像表示装置およびその製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、例えばスマー トフ ォ ンやタブレッ トP C 等に用い られる液晶表

示装置等の画像表示装置に使用される重合性組成物、該組成物 を重合 して得

られる重合物、該組成物 を用いた画像表示装置の製造方法およびその製造方

法により製造された画像表示装置に関する。

背景技術

[0002] 従来、 この種の画像表示装置 と しては、例えば図 4 に示す液晶表示装置 1

0 が知 られている。

図 4 に示すように、 この液晶表示装置 1 0 1 は、液晶表示パネル 1 0 2 上

に、例えば、 ガラスやプラスチ ックスか らなる透明な保護部 1 0 3 を有 して

いる。

この場合、液晶表示パネル 1 0 2 表面および偏光板 （図示せず）を保護す

るため、保護部 1 0 3 との間にスぺ一サ 1 0 4 を介在 させることによって液

晶表示パネル 1 0 2 と保護部 1 0 3 との間に空隙 1 0 5 が設けられている。

しか し、液晶表示パネル 1 0 2 と保護部 1 0 3 との間の空隙 1 0 5 の存在

により、光の散乱がおき、それに起因 してコ ン トラス トや輝度が低下 し、 ま

た空隙 1 0 5 の存在はパネルの薄型化の妨げとなっている。

[0003] このような問題 に鑑み、液晶表示パネル と保護部 との間の空隙に樹脂 を充

填することも提案されているが （例えば特許文献 1 ) 、樹脂硬化物の硬化収

縮の際の応力によつて液晶表示パネルの液晶を挟持する光学 ガラスに変形が

生 じ、液晶材料の配向乱れ等の表示不良の原因となっている。

[0004] 上記問題点を解決するために、例えば、特許文献 2 や特許文献 3 にポ リウ

レタンァク リレー 卜あるいはポ リイソプレン重合物の無水マ レイン酸付加物

と 2 —ヒ ドロキシェチルメタク リレ一 卜とのエステル化物 を用いた、低弾性



率で、硬化時の体積収縮率の小さい硬化性組成物が開示されている。

[0005] しか し、ポリウレタンァクリレ一 卜を用いた硬化性組成物の硬化時の体積

収縮率は大きく （4 . 0 % より大きい）、また、ポリイソプレン重合物の無

水マレイン酸付加物と2 —ヒドロキシェチルメタクリレー 卜とのエステル化

物を用いた硬化性組成物は硬化時の体積収縮率は小さいものの、硬化 した硬

化物の耐熱着色性が大きくなるという問題点を有 していた。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献1 ：特開 2 0 0 5 _ 5 5 6 4 1 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 8 _ 2 8 2 0 0 0 号公報

特許文献3 ：特開 2 0 0 9 _ 1 8 6 9 5 8 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0007] 本発明は、上記の従来技術の有する課題を鑑みてなされたものであり、画

像表示部の変形に起因する表示不良を生 じさせず、高輝度および高コン トラ

ス 卜の画像表示を可能にしかつ耐熱性の良好な薄型の画像表示装置を提供す

るための重合性組成物を提供することを目的とする。

また、本発明は、この重合性組成物を使用 した画像表示装置の製造方法を

提供することを目的とする。

さらに、本発明は、この重合性組成物を使用 した画像表示装置の製造方法

により製造された画像表示装置を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[0008] 本発明者 らは、上記課題を解決すべ く研究を重ねた結果、特定の構造を有

する （メタ）ァクリロイル基含有化合物を含む光重合性組成物は、重合時の

体積収縮率は小さくかつ重合により得 られた重合物の耐熱着色性が小さくな

ることを見出し、本発明を完成するに至った。

[0009] 即ち、本発明 （I ) は、画像表示装置の画像表示部と透光性の保護部との



間に介在 させる重合物層 を形成するための重合性組成物であ って、該重合性

組成物が、

( 1 ) (ポ リ）エステルポ リオールか ら誘導 された構造単位 および また

は （ポ リ）力一ボネ一 卜ポ リオールか ら誘導 された構造単位 を有する （メタ

) ァク リロイル基含有化合物、

( 2 ) 炭素数 9 以上の炭化水素基 を有する （メタ）ァク リロイル基含有化

合物、 および

( 3 ) 光重合開始剤

を含む ことを特徴 とする重合性組成物 に関する。

本発明 （I I ) は、本発明 （I ) の重合性組成物 を重合 して得 られる重合

物 に関する。

本発明 （I I I ) は、画像表示部 を有する基部 と、透光性の保護部 と、前

記基部 と前記保護部 との間に介在する重合物層 を含む画像表示装置の製造方

法であ って、該方法が、

本発明 （I ) の重合性組成物 を、前記基部 と前記保護部 との間に介在 させ

る工程、 および

光重合開始剤が感光可能な光 を前記重合性組成物 に照射 して重合物層 を形

成する工程

を含む ことを特徴 とする画像表示装置の製造方法 に関する。

本発明 （I V ) は、本発明 （I I I ) の画像表示装置の製造方法 によって

製造 された画像表示装置 に関する。

さ らに言えば、本発明は、以下の [ 1 ] ~ [ 1 3 ] に関する。

[ ] 画像表示装置の画像表示部 と透光性の保護部 との間に介在 させる

重合物層 を形成するための重合性組成物であ って、該重合性組成物が、

( 1 ) (ポ リ）エステルポ リオールか ら誘導 された構造単位 および また

は （ポ リ）力一ボネ一 卜ポ リオールか ら誘導 された構造単位 を有する （メタ

) ァク リロイル基含有化合物、

( 2 ) 炭素数 9 以上の炭化水素基 を有する （メタ）ァク リロイル基含有化



合物、 および

( 3 ) 光重合開始剤

を含む ことを特徴 とする重合性組成物。

[ 2 ] ( 4 ) 水添石油樹脂、テルペ ン系水添樹脂、水添 ロジンエステル

、水添ポ リプタジェ ンおよび水添ポ リィソプ レンか らなる群か ら選ばれる少

な くとも 1 種 をさ らに含む [ 1 ] に記載の重合性組成物。

[ 3 ] ( 5 ) アル コール性水酸基 を有する （メタ）ァク リロイル基含有

化合物 をさ らに含む [ 1 ] または [ 2 ] に記載の重合性組成物。

[ 4 ] ( 6 ) 水添ポ リプタジェ ンポ リオールおよび水添ポ リイソプ レン

ポ リオールか らなる群か ら選ばれる少な くとも 1 種 をさ らに含む [ 1 ] ~ [

3 ] のいずれか 1 つに記載の重合性組成物。

[ 5 ] ( メタ）ァク リロイル基含有化合物 （1 ) が、水添 ダイマ一ジ才

—ルか ら誘導 される構造単位 を有する （ポ リ）エステルポ リオールか ら誘導

された構造単位 および/ または水添 ダイマージオールか ら誘導 される構造単

位 を有する （ポ リ）力一ボネ一 卜ポ リオールか ら誘導 された構造単位 を有す

る （メタ）ァク リロイル基含有化合物であることを特徴 とする [ 1 ] ~ [ 4

] のいずれか 1 つに記載の重合性組成物。

[ 6 ] ( メタ）ァク リロイル基含有化合物 （1 ) が、水添 ダイマ一ジ才

—ルか ら誘導 される構造単位 を有する （ポ リ）エステルポ リオ一ルおよび/

または水添 ダイマージオールか ら誘導 される構造単位 を有する （ポ リ）力一

ボネ一 卜ポ リオール と、 （メタ）アク リル酸 またはアルキル （メタ）ァク リ

レ一 卜との反応 によって製造 される （メタ）ァク リロイル基含有化合物であ

ることを特徴 とする [ 1 ] ~ [ 4 ] のいずれか 1 つに記載の重合性組成物。

[ 7 ] ( メタ）ァク リロイル基含有化合物 （1 ) が、水添 ダイマ一ジ才一

ルか ら誘導 される構造単位 を有する （ポ リ）エステルポ リオール と、 （メタ

) アク リル酸 またはアルキル （メタ）ァク リレー 卜との反応 によって製造 さ

れる （ポ リ）エステル （メタ）ァク リレー 卜であることを特徴 とする [ 1 ]

~ [ 4 ] のいずれか 1 つに記載の重合性組成物。



[ 8 ] ( メタ）ァク リロイル基含有化合物 （1 ) が、水添 ダイマ一ジ才

—ルか ら誘導 される構造単位 を有する （ポ リ）エステルポ リオ一ルおよび/

または水添 ダイマージオールか ら誘導 される構造単位 を有する （ポ リ）力一

ボネ一 卜ポ リオ一ル を原料成分 と して用いて合成 されたウ レタン （メタ）ァ

ク リレ一 卜であることを特徴 とする [ 1 ] ~ [ 4 ] のいずれか 1 つに記載の

重合性組成物。

[ 9 ] [ ] ~ [ 8 ] のいずれか 1 つに記載の重合性組成物 を重合 して

得 られる重合物。

[ 1 0 ] 2 5 °〇での屈折率が 1 . 4 8 ~ 1 . 5 2 であることを特徴 とす

る [ 9 ] に記載の重合物。

[ 画像表示部 を有する基部 と、透光性の保護部 と、前記基部 と前

記保護部 との間に介在する重合物層 を含む画像表示装置の製造方法であ って

、該方法が、

[ 1 ] ~ [ 8 ] のいずれか 1 つに記載の重合性組成物 を、前記基部 と前記

保護部 との間に介在 させる工程、 および

光重合開始剤が感光可能な光 を前記重合性組成物 に照射 して重合物層 を形

成する工程

を含む ことを特徴 とする画像表示装置の製造方法。

[ 1 ] [ に記載の画像表示装置の製造方法 によって製造 された

画像表示装置。

[ 3 ] 画像表示部が液晶表示パネルであることを特徴 とする [ 1 2 ]

に記載の画像表示装置。

発明の効果

本発明の重合性組成物 によれば、 それを画像表示部 と保護部 との間に適用

して硬化 させた ときの体積収縮 による応力を最小限に抑 えることがで きるの

で、 この応力の画像表示部 と保護部 とに対する影響 も最小限に抑 えることが

で きる。 したが って、本発明の画像表示装置 によれば、画像表示部 および保

護部 において歪みがほとん ど発生 しない。



また、本発明の重合物は、その屈折率が、従来、液晶表示パネルと保護部

との間に設けられていた空隙に比 して画像表示部の構成パネルや保護部の構

成パネルの屈折率に近 く、保護部 と重合物 との界面や重合物 と画像表示部 と

の界面での光の反射が抑制される。その結果、本発明の画像表示装置によれ

ば、表示不良のない高輝度および高コン トラス 卜表示が可能になる。

特に、画像表示部が液晶表示パネルである場合には、液晶材料の配向乱れ

等の表示不良を確実に防止 して高品位の表示を行うことができる。

さらに、本発明の画像表示装置によれば、画像表示部 と保護部 との間に重

合物が介在するので、衝撃に強 くなる。

さらに、本発明の重合物は、耐熱着色性が良好なので、高輝度および高コ

ン トラス 卜表示を長時間持続させることが可能である。

加えて、本発明によれば、画像表示部 と保護部 との間に空隙を設けていた

従来例に比 して薄型の画像表示装置を提供することができる。

図面の簡単な説明

[001 2 ] [ 図 1] 図 1 は本発明に係る表示装置の実施形態の要部を示す断面図である。

[ 図2] 図 2 は本発明に係る表示装置の実施形態の要部を示す断面図である。

[ 図3] 図 3 は本発明に係る表示装置の実施形態の要部を示す断面図である。

[ 図4 ] 図 4 は従来技術に係る表示装置の要部を示す断面図である。

発明を実施するための形態

[001 3 ] 以下、本発明を具体的に説明する。

なお、本明細書における 「（メタ）ァクリロイル基」とは、ァクリロイル

基および/ またはメタクリロイル基を意味する。

さらに、本明細書における 「（ポ リ）エステルポ リオ一ル」とは、 1 分子

中に 1 つ以上の—C O 0 _ 結合を有 しかつ 2 つ以上のアルコール性水酸基を

有する化合物を意味する。

ただ し、本明細書では、本発明 （I ) の重合性組成物の必須原料成分であ

る成分 （1 ) の原料になり得る （ポ リ）エステルポ リオ一ルを製造する際に

、 （ポ リ）エステルポ リオールの原料であるポ リオ一ル （即ち、 _ C O O _



結合 を有 さないポ リオ一ル）が残存する場合 には、 このポ リオ一ル も （ポ リ

) エステルポ リオール には含 まれるもの とする。加えて、本明細書では、 （

ポ リ）エステルポ リオ一中に含 まれる原料ポ リオ一ルの他 に新たにポ リオ一

ル を加えて、本発明 （I ) の重合性組成物の必須成分である成分 （1 ) が製

造 された場合、 この加え られたポ リオ一ルは、た とえ — C O 0 _ 結合 を有 さ

ないポ リオールであ っても、 （ポ リ）エステルポ リオール に含 まれるもの と

する。

さ らに、本明細書 における 「（ポ リ）力一ボネ一 卜ポ リオ一ル」 とは、 1

分子中に 1 つ以上の力一ボネ一 卜結合 を有 しかつ 2 つ以上のアル コール性水

酸基 を有する化合物 を意味する。

ただ し、本明細書では、本発明 （I ) の重合性組成物の必須原料成分であ

る成分 （1 ) の原料 にな り得 る （ポ リ）力一ボネ一 卜ポ リオ一ル を製造する

際に、 （ポ リ）力一ボネ一 卜ポ リオールの原料であるポ リオ一ル （即ち、 力

—ボネ一 卜結合 を有 さないポ リオ一ル）が残存する場合 には、 このポ リオ一

ル も （ポ リ）力一ボネ一 卜ポ リオール には含 まれるもの とする。加えて、本

明細書では、 （ポ リ）カーボネー トポ リオ一中に含 まれる原料ポ リオールの

他 に新たにポ リオール を加えて、本発明 （I ) の重合性組成物の必須成分で

ある成分 （1 ) が製造 された場合、 この加え られたポ リオ一ルは、た とえ力

—ボネ一 卜結合 を有 さないポ リオールであ っても、 （ポ リ）力一ボネ一 卜ポ

リオ一ル に含 まれるもの とする。

まず、本発明 （I ) について説明する。

本発明 （I ) は、像表示装置の画像表示部 と、透光性の保護部 との間に介

在 させる重合物層 を形成するための重合性組成物であ って、該重合性組成物

が、下記成分 （1 ) 、下記成分 （2 ) および下記成分 （3 ) を必須成分 と し

て含む ことを特徴 とする重合性組成物である。

成分 （1 ) (ポ リ）エステルポ リオ一ルか ら誘導 された構造単位 および

または （ポ リ）力一ボネ一 卜ポ リオールか ら誘導 された構造単位 を有する

(メタ）ァク リロイル基含有化合物



成分 （2 ) 炭 素数 9 以上 の炭化水素基 を有 す る （メタ） ァク リロイル基

含有化合物

成分 （3 ) 光重合 開始剤

[001 5] な お、本 明細書 に記載 の 「（ポ リ）エステル ポ リオール か ら誘導 された構

造単位 」 とは、 1 分子 中に 1 つ以上 の —C O 0 _ 結 合 を有 しかつ 2 つ以上 の

アル コール性水酸基 を有 す る化合物 か ら少な くとも 1 つの アル コール性水酸

基 の H を除 いた構造 を意味 し、例 えば、 H O O C _ R c — C O O H で表 され

るジカル ボ ン酸 と、 H 0 _ R a _ 0 H で表 され るジオール との反応生成物 に

由来 す る、 一 0 — R a — O C O ( - R c C O O - R a O C O ) n - R c C O O

- a - 0 - ( こ こで n は 0 以上 の整数 ）の構造 を例示 す る ことがで きる。

また、本 明細書 に記載 の 「（ポ リ） 力一ボネ一 卜ポ リオール か ら誘導 され

た構造単位 」 とは、 1 分子 中に 1 つ以上 の 力一ボネ一 卜結合 を有 しかつ 2 つ

以上 の アル コール性水酸基 を有 す る化合物 か ら少な くとも 1 つの アル コール

性水酸基 の H を除 いた構造 を意味 し、例 えば、 H 0 _ R _ 0 H で表 され るジ

オール と、 力一ボネ一 卜化合物 との反応生成物 に由来 す る、 _ 0 _ R _ ( 0

C O O R ) n - 0 - ( こ こで n は 1 以上 の整数 ）の構造や、 Z ( O H ) mで表 さ

れ る m価 アル コール と、 H 0 _ R _ 0 H で表 され るジオール と、 力一ボネ一

卜化合物 との反応生成物 に由来 す る、 Z _ [ ( O C O O R ) n - 0 ] m_ ( こ こ

で n は 1 以上 の整数、 m は 3 または 4 ) の構造 を例示 す る ことがで きる。

[001 6] まず、本発 明 （I ) の重合性組成物 の必須原料成分 であ る成分 （1 ) につ

いて説 明す る。

本発 明 （I ) の重合性組成物 の必須原料成分 であ る成分 （1 ) は、 （ポ リ

) エ ステル ポ リオール か ら誘導 された構造単位 および または （ポ リ） 力一

ボネ一 卜ポ リオール か ら誘導 された構造単位 を有 す る （メタ） ァク リロイル

基含有化合物 であ る。

本発 明 （I ) の重合性組成物 の必須原料成分 であ る成分 （1 ) は、 1 分 子

中に、 （ポ リ）エステル ポ リオール か ら誘導 された構造単位 および または

(ポ リ） 力一ボネ一 卜ポ リオール か ら誘導 された構造単位 と、 （メタ） ァク



リロイル基 を有する化合物であれば、特 に制限はない。

本発明 （I ) の重合性組成物の必須原料成分である成分 （1 ) の原料 にな

り得 る （ポ リ）エステルポ リオ一ルは、 1 分子中に 1 つ以上の — C O O —結

合 を有 しかつ 2 つ以上のアル コール性水酸基 を有する化合物であれば、特 に

制限はない。

本発明 （I ) の重合性組成物の必須原料成分である成分 （1 ) の原料 にな

り得 る （ポ リ）エステルポ リオ一ル と しては、例 えば、鎖状の炭化水素鎖 を

有するポ リカルボ ン酸か ら誘導 される構造単位 と鎖状の炭化水素鎖 を有する

ポ リオールか ら誘導 される構造単位 を有する （ポ リ）エステルポ リオ一ル、

脂環構造含有の炭化水素鎖 を有するポ リカルボ ン酸か ら誘導 される構造単位

と鎖状の炭化水素鎖 を有するポ リオールか ら誘導 される構造単位 を有する （

ポ リ）エステルポ リオール、鎖状の炭化水素鎖 を有するポ リカルボ ン酸か ら

誘導 される構造単位 と脂環構造含有の炭化水素鎖 を有するポ リオールか ら誘

導 される構造単位 を有する （ポ リ）エステルポ リオール、脂環構造含有の炭

化水素鎖 を有するポ リカルボ ン酸か ら誘導 される構造単位 と脂環構造含有の

炭化水素鎖 を有するポ リオールか ら誘導 される構造単位 を有する （ポ リ）ェ

ステルポ リオール、芳香環構造含有の炭化水素鎖 を有するポ リカルボ ン酸か

ら誘導 される構造単位 と鎖状の炭化水素鎖 を有するポ リオールか ら誘導 され

る構造単位 を有する （ポ リ）エステルポ リオール、芳香環構造含有の炭化水

素鎖 を有するポ リカルボ ン酸か ら誘導 される構造単位 と脂環構造含有の炭化

水素鎖 を有するポ リオ一ルか ら誘導 される構造単位 を有する （ポ リ）エステ

ルポ リオ一ル、鎖状の炭化水素鎖 を有するポ リカルボ ン酸か ら誘導 される構

造単位 と芳香環構造含有の炭化水素鎖 を有するポ リオールか ら誘導 される構

造単位 を有する （ポ リ）エステルポ リオール、脂環構造含有の炭化水素鎖 を

有するポ リカルボ ン酸か ら誘導 される構造単位 と芳香環構造含有の炭化水素

鎖 を有するポ リオールか ら誘導 される構造単位 を有する （ポ リ）エステルポ

リオ一ル等 を挙 げることがで きる。

これ らのポ リオールの中で、好 ま しいものは、炭素数 8 以上のポ リオ一ル



である。

[001 8] 炭素数 8 以上のポ リオ一ル と しては、 1 ， 4 —シクロへ キサ ンジメタノ一

ル、 1 ， 2 —シクロへ キサ ンジメタノール、 1 ， 3 —シクロへ キサ ンジメタ

ノール、 2 _ メチル _ 1 ， 1 —シクロへ キサ ンジメタノール、 卜リシクロ [

5 . 2 . 1 . 0 2' 6] デ カ ンジメタノール、 1 ， 9 — ノナ ンジ才一ル、 2 —メチ

ル — 1 ， 8 —オ クタンジ才一ル、 1 ， 1 0 —デ カジオール、 1 ， 1 2 — 卜デ

カンジオール、 ダイマージオール、水添 ダイマージオール等 を挙 げることが

で きる。

これ らの炭素数 8 以上のポ リオールの中で、特 に好 ま しいものは、水添 ダ

イマ一ジオールである。

[001 9] また、前記ポ リカルボ ン酸 の中で、好 ま しいものは、 カルボ ン酸構造 ( ―

C O O H ) 中の炭素 を除いた炭素数 が 7 個以上であるポ リカルボ ン酸 である

これ らのポ リカルボ ン酸 と しては、 1 ， 9 — ノナ ンニ酸、 セバ シ ン酸、 1

， 1 2 — ドデ カン二酸、 ダイマ一酸、水添 ダイマ一酸等 を挙 げることがで き

る。

カルボ ン酸構造 （_ C O O H ) 中の炭素 を除いた炭素数 が 7 個以上である

ポ リカルボ ン酸 の中で、特 に好 ま しいものは、 セバ シ ン酸、 1 ， 1 2 — ドデ

カン二酸、水添 ダイマ一酸 である。

[0020] ( ポ リ）エステルポ リオ一ル を構成 する原料のポ リオール とポ リカルボ ン

酸 の好 ま しい組み合わせ と しては、炭素数 8 以上のポ リオール と、 カルボ ン

酸構造 （_ C O O H ) 中の炭素 を除いた炭素数 が 7 個以上であるポ リカルボ

ン酸 の組み合わせであ り、特 に好 ま しいのは、水添 ダイマージオール と、 セ

バ シ ン酸、 1 ， 1 2 — ドデ カン二酸 および水添 ダイマ一酸 の中か ら選 ばれ る

少な くとも 1 種以上の組み合わせである。

[0021 ] 一般 に 「ダイマ一酸」 とは、 エチ レン性二重結合 を 2 ~ 4 個有 する炭素数

1 4 ~ 2 2 の脂肪酸 （以下、不飽和脂肪酸 A とい う）、好 ま しくはエチ レン

性二重結合 を 2 個有 する炭素数 1 4 ~ 2 2 の脂肪酸 とェチ レン性二重結合 を



1 ~ 4 個有する炭素数 1 4 ~ 2 2 の脂肪酸 （以下、不飽和脂肪酸 B という）

、好ましくはエチレン性二重結合を 1 もしくは2 個有する炭素数 1 4 ~ 2 2

の脂肪酸とを二重結合部で反応 して得られる二量体酸をいうものとする。上

記で不飽和脂肪酸A としてはテ トラデカジエン酸、へキサデカジエン酸、才

クタデカジエン酸 （リノール酸等）、エイコサジェン酸、 ドコサジェン酸、

才クタデカ 卜リエン酸 （リノレン酸等）、エイコサテ 卜ラエン酸 （ァラキ ド

ン酸等）等が挙げられ、 リノール酸がもっとも好ましい。また、不飽和脂肪

酸 B としては、上記例示のものに加え、エチレン性二重結合を 1個有する炭

素数 1 4 ~ 2 2 の脂肪酸としての、テ トラデセン酸 （ッズ酸、マッコゥ酸、

ミリス 卜才レイン酸）、へキサデセン酸 （パルミトレイン酸等）、才クタデ

セン酸 （才レイン酸、エライジン酸、パクセン酸等）、エイコセン酸 （ガ ド

レイン酸等）、 ドコセン酸 （エル力酸、セ トレイン酸、ブラシジン酸等）等

が挙げられ、才レイン酸もしくはリノール酸がもっとも好ましい。

[0022] 上記二量化反応において、不飽和脂肪酸A と不飽和脂肪酸 B との使用比率

( モル比率）は 1 ：1 . 2 ~ 1 . 2 ：1程度が好ましく、 1 ：1がもっとも

好ましい。上記二量化反応は、公知の方法、例えば特開平 9 _ 3 6 8 6 1

号公報に記載された方法に従って行うことができる。すなわち例えば、不飽

和脂肪酸A および不飽和脂肪酸 B にルイス酸ゃプレンステツド酸型の液体も

しくは固体状の触媒、好ましくはモンモリロナイ ト系活性白土を、A + B に

対 して 1 ~ 2 0 重量％、好ましくは2 ~ 8 重量％添加 し、 2 0 0 ~ 2 7 0 °C

、好ましくは2 2 0 ~ 2 5 0 °Cに加熱することにより行うことができる。反

応時の圧力は、通常やや加圧された状態であるが常圧でもよい。反応時間は

、触媒量と反応温度により変わるが、通常 5 ~ 7 時間である。反応終了後、

触媒を濾別 し、ついで減圧蒸留 して未反応原料や異性化脂肪酸類を留去 し、

その後、ダイマ一酸留分を留出して得ることができる。上記二量化反応は、

二重結合の移動 （異性化）およびディールス アルダー反応を通 して進行す

るものと思われるが、本発明はこれに縛られるものではない。

[0023] 得られるダイマ一酸は、通常、二重結合の結合部位や異性化によって、構



造が異なるダイマ一酸の混合物であり、分離 して使用 してもよいが、そのま

ま使用できる。さらに、得 られるダイマ一酸は、少量のモノマ一酸 （例えば

3 重量％以下、特に 1重量％以下）や トリマ一酸以上のポリマ一酸等 （例え

ば3 重量％以下、特に 1重量％以下）を含有 していてもよい。

[0024] 本明細書に記載の 「水添ダイマ一酸」とは、上記ダイマ一酸の炭素—炭素

二重結合を水素化 して得 られる飽和ジカルボン酸をいうものとする。

[0025] 上記ダイマ一酸として、例えばリノール酸とリノール酸もしくは才レイン

酸とから製造される炭素数 3 6 のダイマ一酸を原料として用いた場合には、

水添ダイマ一酸の主成分の構造は、以下の式 （1 ) および式 （2 ) で表され

る構造である。

[0026] [ 化1]

[0027] (式中、 R 2および R 3はいずれもアルキル基であり、かつR 2および R 3に含ま

れる各炭素数、 a および b の合計は 2 8 (即ち、 R 2に含まれる炭素数+ R 3に

含まれる炭素数+ a + b = 2 8 ) である。）

[0028] [ 化2]

[0029] (式中、 R 4および R 5はいずれもアルキル基であり、かつR 4および R 5に含ま

れる各炭素数、 c および d の合計は3 2 (即ち、 R 4に含まれる炭素数+ R 5に

含まれる炭素数+ c + d = 3 2 ) である。）

[0030] 水添ダイマ一酸の市販品としては、例えば、 P R I P O L (登録商標） 1



0 0 9 等 （クロ一ダ社製）、 E M P O L (登録商標） 1 0 0 8 ぉょび E M P

0 L (登録商標） 1 0 6 2 ( B A S F 社製）を挙げることができる。

[0031 ] 本明細書 に記載の 「水添ダイマージオール」 とは、上記のダイマ一酸、上

記の水添ダイマ一酸およびその低級アル コールエステルの少な くとも 1 種 を

触媒存在下で還元 して、 ダイマ一酸のカルボン酸あるいはカルボキシ レ一 卜

部分をアル コール と し、原料に炭素 —炭素二重結合を有する場合にはその二

重結合を水素化 したジオールを主成分 と したものである。

[0032] 例 えば、式 （1 ) および式 （2 ) で表 される構造の化合物 を主成分 とする

水添ダイマ一酸 を還元 して水添ダイマ一ジ才一ルを製造 した場合には、水添

ダイマージオールの主成分の構造は、以下の式 （3 ) および式 （4 ) で表 さ

れる構造である。

[0033] [ 化3]

[0034] (式中、 R 6および R 7はいずれもアルキル基であ り、かつ R 6 および R 7 に含

まれる各炭素数、 e および f の合計は 3 0 (即ち、 R 6に含 まれる炭素数 + R 7

に含 まれる炭素数 + e + f = 3 0 ) である。）

[0035] [ 化4]

(式中、 R 8および R 9はいずれもアルキル基であ り、かつ R 8および R 9に含 ま

れる各炭素数、 g および h の合計は 3 4 (即ち、 R 8に含 まれる炭素数 + R 9に

含 まれる炭素数 + g + h = 3 4 ) である。）



[0037] 水添ダイマージオールの市販品としては、例えば、 P R I P O L (登録商

標） 2 0 3 3 等 （クロ一ダ社製）やS o V e r m o I (登録商標） 9 0 8 (

B A S F 社製）を挙げることができる。

[0038] 本発明 （I ) の重合性組成物の必須原料成分である成分 （1 ) の原料にな

り得る （ポリ）エステルポリオ一ルは、前記のポリカルボン酸と、前記のポ

リオ一ルを必須成分とするポリオ一ル成分を、エステル化触媒の存在下で縮

合反応を行うことによって製造することができる。

上記エステル化反応は、水を除去するので、 1 5 0 ~ 2 5 0 °C程度の反応

温度で反応を行うことが一般的である。反応時の圧力は、常圧または減圧条

件下で反応することが一般的である。

[0039] また、本発明 （I ) の重合性組成物の必須原料成分である成分 （1 ) の原

料になり得る （ポリ）エステルポリオ一ルは、前記のカルボン酸の低級アル

キルエステルと、前記のポリオール必須成分とするポリオール成分を、エス

テル交換触媒の存在下でエステル交換反応を行うことによっても製造するこ

とができる。

上記エステル交換反応は、アルコールを除去するので、 1 2 0 ~ 2 3 0 °C

程度の反応温度で反応を行うことが一般的である。反応時の圧力は、常圧ま

たは減圧条件下で反応することが一般的である。

[0040] なお、本明細書では、本発明 （I ) の重合性組成物の必須原料成分である

成分 （1 ) の原料になり得る （ポリ）エステルポリオ一ルを製造する際に、

(ポ リ）エステルポリオールの原料であるポリオ一ル （即ち、—C O O —結

合を有さないポリオ一ル）が残存する場合には、このポリオ一ルも （ポリ）

エステルポリオールには含まれるものとする。

即ち、 （ポリ）エステルポリオ一ル中に、 8 質量％の原料ポリオールが残

存 している場合、このポリオ一ルも （ポリ）エステルポリオールに含まれる

ことを意味する。

また、本明細書では、 （ポリ）エステルポリオ一中に含まれる原料ポリオ

—ルの他に新たにポリオ一ルを加えて、本発明 （I ) の重合性組成物の必須



成分である成分 （1 ) が製造された場合、 この加え られたポ リオ一ルは、例

え — C O 0 _ 結合を有 さないポ リオールであっても、 （ポ リ）エステルポ リ

オールに含 まれるものとする。

即ち、 （ポ リ）エステルポ リオールの原料ポ リオール成分に水添ダイマ一

ジ才一ルを使用 して、 （ポ リ）エステルポ リオ一ルを合成 した際に、合成品

0 0 質量部中に 8 質量部の原料である水添ダイマージオールが残存 し、 さ

らに、水添ダイマージオール 5 質量部 を加えて成分 （1 ) が製造された場合

、成分 （1 ) の合成の際に残存 した原料水添ダイマージオール、およびその

後加えた水添ダイマージオールもともに （ポ リ）エステルポ リオールに含 ま

れることを意味する。

[0041 ] ただ し、本発明 （I ) の重合性組成物の原料 と して使用される （ポ リ）ェ

ステルポ リオールの水酸基価は、好ま しくは 2 0 ~ 1 0 0 m g K O H / g の

範囲であ り、 より好ま しくは 2 5 ~ 8 O m g K O H / g であ り、 さらに好ま

しくは 3 0 ~ 6 5 m g K O H / g である。

[0042] この本発明 （I ) の重合性組成物の必須成分である成分 （1 ) の原料 と し

て、 （ポ リ）エステルポ リオールの原料にな り得 るポ リオールが使用される

場合、 （ポ リ）エステルポ リオール 1 0 0 質量部 に対 して、 3 0 質量部以下

であることが望 ま しく、好ま しくは、 2 5 質量部以下である。

[0043] 本発明 （I ) の重合性組成物の必須原料成分である成分 （1 ) の原料にな

り得 る （ポ リ）力一ボネ一 卜ポ リオ一ルは、 1 分子中に 1 つ以上の力一ボネ

— 卜結合 （_ O C O O _ ) を有 しかつ 2 つ以上のアル コール性水酸基を有す

る化合物であれば、特 に制限はない。

[0044] 本発明 （I ) の重合性組成物の必須原料成分である成分 （1 ) の原料にな

り得 る （ポ リ）力一ボネ一 卜ポ リオ一ル と しては、例えば、鎖状の炭化水素

鎖 を有するポ リオ一ルを原料に用いて製造される （ポ リ）力一ボネ一 卜ポ リ

オール、脂環構造含有の炭化水素鎖 を有するポ リオールを原料に用いて製造

される （ポ リ）カーボネー トポ リオール、芳香環構造含有の炭化水素鎖 を有

するポ リオ一ルを原料に用いて製造される （ポ リ）力一ボネ一 卜ポ リオ一ル



等を挙げることができる。

[0045] (ポ リ）力一ボネ一 卜ポリオールの原料となり得るポリオールの中で、好

ましいものは、炭素数 8 以上のポリオ一ルである。

炭素数 8 以上のポリオ一ルとしては、 1，4 —シクロへキサンジメタノ一

ル、 1，2 —シクロへキサンジメタノール、 1，3 —シクロへキサンジメタ

ノール、 2 _ メチル_ 1， 1 —シクロへキサンジメタノール、 卜リシクロ [

5 . 2 . 1 . 0 2'6] デカンジメタノール、 1，9 — ノナンジ才一ル、 2 —メチ

ル— 1，8 —オクタンジ才一ル、 1， 1 0 —デカジオール、 1， 1 2 — 卜デ

カンジオール、ダイマージオール、水添ダイマージオール等を挙げることが

できる。これらの炭素数 8 以上のポリオールの中で、さらに好ましいものは

、 1， 1 0 —デカジオール、 1， 1 2 _ 卜デカンジ才一ル、水添ダイマージ

オールであり、最も好ましいものは、水添ダイマージオールである。

[0046] 本発明 （I ) の重合性組成物の必須原料成分である成分 （1 ) の原料にな

り得る （ポリ）カーボネー トポリオ一ルは、前記ポリオール成分と、ジアル

キルカーボネー 卜、ジァリールカーボネー 卜あるいはアルキレンカーボネー

卜をエステル交換触媒の存在下でエステル交換反応を行うことによつても製

造することができる。

上記エステル交換反応は、アルコールを除去するので、 8 0 ~ 2 3 0 °C程

度の反応温度で反応を行うことが一般的である。反応時の圧力は、常圧また

は減圧条件下で反応することが一般的である。

[0047] また、本発明 （I ) の重合性組成物の必須原料成分である成分 （1 ) の原

料になり得る （ポリ）カーボネー トポリオ一ルは、前記ポリオールとホスゲ

ンとの反応によっても製造することができる。

上記の反応は、 1 0 0 °C以下の反応温度で反応を行うことが一般的であり

、塩酸が発生するので、塩基を用いて塩酸を 卜ラップすることが一般的であ

る。

[0048] なお、本明細書では、本発明 （I ) の重合性組成物の必須原料成分である

成分 （1 ) の原料になり得る （ポリ）力一ボネ一 卜ポリオ一ルを製造する際



に、 （ポ リ）力一ボネ一 卜ポ リオールの原料であるポ リオ一ル （即ち、 力一

ボネ一 卜結合を有 さないポ リオ一ル）が残存する場合には、 このポ リオ一ル

も （ポ リ）力一ボネ一 卜ポ リオールには含 まれるものとする。

即ち、 （ポ リ）力一ボネ一 卜ポ リオ一ル中に、原料であるポ リオールが 8

質量。/ o残存 している場合、 この残存ポ リオールは （ポ リ）カーボネー トポ リ

オールには含 まれることを意味する。

また、本明細書では、 （ポ リ）カーボネー トポ リオール中に含 まれる原料

ポ リオ一ルの他 に新たにポ リオ一ルを加えて、本発明 （I ) の重合性組成物

の必須成分である成分 （1 ) が製造された場合、 この加え られたポ リオール

は、例え力一ボネ一 卜結合を有 さないポ リオールであっても、 （ポ リ）力一

ボネ一 卜ポ リオールに含 まれるものとする。

即ち、成分 （1 ) を合成 した際に、合成品 1 0 0 質量部中に 8 質量部の原

料であるポ リオールが残存 し、 さらに、ポ リオ一ル 5 質量部 を加えて本発明

( I ) 必須成分である成分 （1 ) が製造された場合、成分 （1 ) を合成の際

に残存 した原料ポ リオ一ル、およびその後加えたポ リオ一ルもともに （ポ リ

) 力一ボネ一 卜ポ リオールに含 まれることを意味する。

[0049] ただ し、本発明 （I ) の重合性組成物の原料 と して使用される （ポ リ）力

—ボネ一 卜ポ リオールの水酸基価は、好ま しくは 2 0 ~ 1 O O m g K O H /

g の範囲であ り、 より好ま しくは 2 5 ~ 8 O m g K O H / g であ り、 さらに

好ま しくは 3 0 ~ 6 5 m g K O H / g である。

[0050] この本発明 （I ) の必須成分である成分 （1 ) の原料 と して、 （ポ リ）力

—ボネ一 卜ポ リオールの原料にな り得 るポ リオールが使用される場合、 （ポ

リ）力一ボネ一 卜ポ リオ一ル 1 0 0 質量部 に対 して、 3 0 質量部以下である

ことが望 ま しく、好ま しくは、 2 5 質量部以下である。

[0051 ] 前記のように、 （ポ リ）エステルポ リオールか ら誘導 された構造単位や （

ポ リ）力一ボネ一 卜ポ リオ一ルか ら誘導 された構造単位は、水添ダイマージ

オールか ら誘導 された構造単位 を含むことが好ま しい。

即ち、本発明 （I ) の重合性組成物の必須原料成分である成分 （1 ) は、



水添ダイマージオールから誘導される構造単位を有する （ポリ）エステルポ

リオールから誘導された構造単位および/ または水添ダイマ一ジオールから

誘導される構造単位を有する （ポリ）カーボネートポリオールから誘導され

た構造単位を有する （メタ）ァクリロイル基含有化合物であることが好まし

いことを意味する。

[0052] 水添ダイマージオールから誘導される構造単位を有する （ポリ）エステル

ポリオールから誘導された構造単位および/ または水添ダイマ一ジオールか

ら誘導される構造単位を有する （ポリ）カーボネートポリオールから誘導さ

れた構造単位を有する （メタ）ァクリロイル基含有化合物の中で、特に好ま

しいものとしては、水添ダイマージオールから誘導される構造単位を有する

(ポリ）エステルポリオ一ルおよび/ または水添ダイマージオールから誘導

される構造単位を有する （ポリ）力一ボネ一卜ポリオールと、 （メタ）ァク

リル酸またはアルキル （メタ）ァクリレー卜との反応によって製造される （

メタ）ァクリロイル基含有化合物と、水添ダイマージオールから誘導される

構造単位を有する （ポリ）エステルポリオ一ルおよび または水添ダイマ一

ジオールから誘導される構造単位を有する （ポリ）力一ボネ一卜ポリオ一ル

を原料成分として用いて合成されたウレタン （メタ）ァクリレー卜である。

[0053] まず、水添ダイマージオールから誘導される構造単位を有する （ポリ）ェ

ステルポリオ一ルおよび/ または水添ダイマージオールから誘導される構造

単位を有する （ポリ）力一ボネ一卜ポリオールと、 （メタ）アクリル酸また

はアルキル （メタ）ァクリレー卜との反応によって製造される （メタ）ァク

リロイル基含有化合物について説明する。

[0054] 水添ダイマージオールから誘導される構造単位を有する （ポリ）エステル

ポリオ一ルおよび/ または水添ダイマージオールから誘導される構造単位を

有する （ポリ）力一ボネ一卜ポリオールと、 （メタ）アクリル酸またはアル

キル （メタ）ァクリレー卜との反応によって製造される （メタ）ァクリロイ

ル基含有化合物は、水添ダイマージオールから誘導される構造単位を有する

(ポリ）エステルポリオ一ルおよび/ または水添ダイマージオールから誘導



される構造単位 を有する （ポ リ）力一ボネ一 卜ポ リオール と （メタ）ァク リ

ル酸 を、エステル化触媒の存在下で縮合反応 を行 うことによって製造するこ

とがで きる。

上記エステル化反応は、重合禁止剤 および触媒の存在下、 1 0 0 ~ 1 3 0

°C程度の反応温度で反応 を行いなが ら、水 を除去するのが一般的である。反

応時の圧力は、常圧 または減圧条件下で反応することが一般的である。

この反応 を行 う際、水添 ダイマージオールか ら誘導 される構造単位 を有す

る （ポ リ）エステルポ リオ一ルゃ水添 ダイマージオールか ら誘導 される構造

単位 を有する （ポ リ）カーボネー トポ リオ一ル を含むポ リオールのアル コ一

ル性水酸基の総数 と （メタ）アク リル酸の総数の仕込み比は、 4 ：3 ~ 3 ：

1 の範囲であることが好 ま しく、 よ り好 ま しくは、 3 ：2 ~ 5 ：2 の範囲で

ある。 この仕込み比が、 4 ：3 よ り小さ くなると、反応 を終 了させる （即ち

、 （メタ）アク リル酸が完全 に消費される）のに、多 くの時間が掛かるよう

にな り、反応中に、 ラジカル重合 を起 こ して しまう可能性があ り、好 ま しい

こととは言えない。 また、 この仕込み比が 3 ：1 よ り大 きくなると、水添 ダ

イマ一ジオールか ら誘導 される構造単位 を有する （ポ リ）エステルポ リオ一

ルゃ水添 ダイマージオールか ら誘導 される構造単位 を有する （ポ リ）カーボ

ネ一 卜ポ リオール を含むポ リオールの末端が （メタ）ァク リレー 卜になる割

合が少な くな りす ぎ、 その結果、本発明 （I ) の重合性組成物 を光重合する

際に、光感度が悪 くなる可能性があ り、好 ま しいことは言えない。

また、水添 ダイマージオールか ら誘導 される構造単位 を有する （ポ リ）ェ

ステルポ リオ一ルおよび/ または水添 ダイマージオールか ら誘導 される構造

単位 を有する （ポ リ）力一ボネ一 卜ポ リオール と、 （メタ）アク リル酸 また

はアルキル （メタ）ァク リレー 卜との反応 によって製造 される （メタ）ァク

リロイル基含有化合物 は、水添 ダイマ一ジ才一ルか ら誘導 される構造単位 を

有する （ポ リ）エステルポ リオールおよび/ または水添 ダイマージオールか

ら誘導 される構造単位 を有する （ポ リ）力一ボネ一 卜ポ リオール とアルキル

(メタ） ァ ク リ レー 卜を、 エ ステ ル 交換触媒の存在下で、 エ ステ ル 交換反応



を行うことによつても製造することができる。

上記エステル交換反応は、重合禁止剤やエステル交換触媒の存在下で、 8

0 3 0 °C程度の反応温度で反応を行い、発生するアルコールを除去する

ことが一般的である。反応時の圧力は、常圧または減圧条件下で反応するこ

とが一般的である。

この反応を行う際、水添ダイマージオールから誘導される構造単位を有す

る （ポリ）エステルポリオ一ルゃ水添ダイマージオールから誘導される構造

単位を有する （ポリ）カーボネー トポリオ一ルを含むポリオールのアルコ一

ル性水酸基の総数とアルキル （メタ）ァクリレ一 卜の総数の仕込み比は、 4

：3 3 ： の範囲であることが好ましく、より好ましくは、 3 ：2 ~ 5 ：

2 の範囲である。この仕込み比が、 4 ：3 より小さくなると、反応を終了さ

せる （即ち、アルキル （メタ）ァクリレー 卜が完全に消費される）のに、多

くの時間が掛かるようになり、反応中に、ラジカル重合を起こして しまう可

能性があり、好ましいこととは言えない。また、この仕込み比が 3 ：1 より

大きくなると、水添ダイマージオールから誘導される構造単位を有する （ポ

リ）エステルポリオ一ルゃ水添ダイマージオールから誘導される構造単位を

有する （ポリ）力一ボネ一 卜ポリオ一ルを含むポリオールの末端が （メタ）

ァクリレー 卜になる割合が少なくなりすぎ、その結果、本発明 （I ) の重合

性組成物を光重合する際に、光感度が悪 くなる可能性があり、好ましいこと

は言えない。

[0056] これらの反応において、水添ダイマージオールから誘導される構造単位を

有する （ポリ）エステルポリオ一ルあるいは水添ダイマージオールから誘導

される構造単位を有する （ポリ）力一ボネ一 卜ポリオールのそれぞれを、単

独で用いても、水添ダイマ一ジ才一ルから誘導される構造単位を有する （ポ

リ）エステルポリオ一ルと水添ダイマ一ジ才一ルから誘導される構造単位を

有する （ポリ）力一ボネ一 卜ポリオ一ルを併用 してもいっこうに構わない。

[0057] 次に、水添ダイマージオールから誘導される構造単位を有する （ポリ）ェ

ステルポリオ一ルおよび/ または水添ダイマージオールから誘導される構造



単位を有する （ポリ）カーボネー トポリオールを原料成分として用いて合成

されたウレタン （メタ）ァクリレー 卜について説明する。

[0058] 水添ダイマージオールから誘導される構造単位を有する （ポリ）エステル

ポリオ一ルおよび/ または水添ダイマージオールから誘導される構造単位を

有する （ポリ）カーボネー トポリオールを原料成分として用いて合成された

ウレタン （メタ）ァクリレー 卜は、一般に、以下の 2 つの方法のいずれかに

よって合成される。

[0059] 第 1 の方法は、水添ダイマージオールから誘導される構造単位を有する （

ポリ）エステルポリオ一ルおよび/ または水添ダイマージオールから誘導さ

れる構造単位を有する （ポリ）力一ボネ一 卜ポリオ一ルを含むポリオ一ル成

分、有機ポリイソシァネ一 卜化合物および水酸基含有 （メタ）ァクリレ一 卜

を反応させる方法である。

第 2 の方法は、水添ダイマージオールから誘導される構造単位を有する （

ポリ）エステルポリオ一ルおよび/ または水添ダイマージオールから誘導さ

れる構造単位を有する （ポリ）力一ボネ一 卜ポリオ一ルを含むポリオ一ル成

分とイソシアナ 卜基含有 （メタ）ァクリレー 卜を反応させる方法である。

[0060] まず、第 1 の方法について説明する。

水添ダイマージオールから誘導される構造単位を有する （ポリ）エステル

ポリオ一ルおよび/ または水添ダイマージオールから誘導される構造単位を

有する （ポリ）カーボネー トポリオールを含むポリオール成分は、水添ダイ

マージオールから誘導される構造単位を有する （ポリ）エステルポリオ一ル

と水添ダイマージオールから誘導される構造単位を有する （ポリ）力一ボネ

- 卜ポリオールのいずれか一方または両方を含む 1種以上のポリオールであ

ればよい。

[0061 ] 有機ポリイソシァネ一 卜化合物は、 1分子中に 2 個以上のイソシアナ 卜基

を有する有機化合物であれば特に制限はない。具体的には、例えば、 1，4

—シクロへキサンジイソシァネ一 卜、イソホロンジイソシァネ一 卜、メチレ

ンビス （4 — シクロへキシルイソシァネ一 卜）、 1，3 —ビス （イソシアナ



トメチル）シクロへキサン、 1，4 _ ビス （イソシアナ トメチル）シクロへ

キサン、 2 ，4 — トリレンジイソシァネ一 卜、 2 ，6 — トリレンジイソシァ

ネ一 卜、ジフエニルメタン一4 ，4 ' —ジイソシァネ一 卜、 1，3 _ キシリ

レンジイソシァネ一 卜、 1，4 _ キシリレンジイソシァネ一 卜、 リシン トリ

イソシァネ一 卜、 リシンジイソシァネ一 卜、へキサメチレンジイソシァネ一

卜、 2 ，4 ，4 _ 卜リメチルへキサメチレンジイソシァネ一 卜、 2 ，2 ，4

- 卜リメチルへキサンメチレンジィソシァネ一 卜およびノルボルナンジィソ

シァネ一 卜等を挙げることができ、これらを単独で、または 2 種以上組合せ

て使用することができる。

[0062] 本発明 （I ) の重合性組成物の必須成分である成分 （1 ) は、その後の配

合の自由度を考慮すると、粘度が低いことが望ましい。この目的に合致する

有機ポリイソシァネ一 卜化合物としては、 1，3 _ ビス （イソシアナ トメチ

ル）シクロへキサン、 1，4 _ ビス （イソシアナ トメチル）シクロへキサン

、2 ，4 ，4 _ 卜リメチルへキサメチレンジイソシァネ一 卜、 2 ，2 , 4 -

卜リメチルへキサンメチレンジイソシァネ一 卜、 1，6 —へキサメチレンジ

イソシァネ一 卜およびノルポルナンジイソシァネ一 卜が好ましく、さらに好

ましくは、 1，3 _ ビス （イソシアナ トメチル）シクロへキサン、 2 ，4 ，

4 _ 卜リメチルへキサメチレンジイソシァネ一 卜および 2 ，2 , 4 _ 卜リメ

チルへキサンメチレンジイソシァネ一 卜であり、最も好ましいのは、 2 ，4

，4 _ 卜リメチルへキサメチレンジイソシァネ一 卜および 2 ，2 , 4 — トリ

メチルへキサンメチレンジィソシァネ一 卜である。

[0063] 水酸基含有 （メタ）ァクリレー 卜は、 1分子中にアルコール性水酸基を有

する （メタ）ァクリレー 卜であれば特に制限はない。具体的には、 2 —ヒド

口キシェチルァクリレ一 卜、 2 —ヒドロキシプロピルァクリレー 卜、 3 —ヒ

ドロキシプロピルァクリレー 卜、 2 —ヒドロキシプチルァクリレー 卜、 4 _

ヒドロキシプチルァクリレー 卜、 2 —ヒドロキシ一3 _ フエノキシプロピル

ァクリレー 卜、 2 —ヒドロキシ一3 — ( o — フエニルフエノキシ）プロピル

ァクリレー 卜、 2 —ヒドロキシェチルアクリルアミ ド、 2 —ヒドロキシェチ



ルメタクリレー 卜、 2 —ヒドロキシプロピルメタクリレ一 卜、 3 —ヒドロキ

シプロピルメタクリレ一 卜、 2 —ヒドロキシプチルメタクリレー 卜、 4 —ヒ

ドロキシプチルメタクリレー 卜、 2 —ヒドロキシ一3 _ フエノキシプロピル

メタクリレ一 卜、 2 —ヒドロキシ一3 — ( o — フエニルフエノキシ）プロピ

ルメタクリレー 卜等を挙げることができる。

[0064] これらの中で、本発明 （I ) の必須成分である成分 （1 ) の重合速度を考

慮すると、好ましいものとしては、 2 —ヒドロキシェチルァクリレ一 卜、 2

- ヒドロキシプロピルァクリレー 卜、 3 —ヒドロキシプロピルァクリレー 卜

、 2 —ヒドロキシプチルァクリレー 卜、 4 —ヒドロキシプチルァクリレー 卜

、 2 —ヒドロキシ一3 _ フエノキシプロピルァクリレー 卜、 2 —ヒドロキシ

—3 — ( o — フエニルフエノキシ）プロピルァクリレー 卜である。イソシァ

ネ一 卜基との反応性を考慮すると、 2 —ヒドロキシェチルァクリレ一 卜、 3

- ヒドロキシプロピルァクリレー 卜、 4 —ヒドロキシプチルァクリレー 卜が

好ましく、最も好ましいのは、 4 —ヒドロキシプチルァクリレー 卜である。

[0065] 水添ダイマージオールから誘導される構造単位を有する （ポリ）エステル

ポリオ一ルおよび/ または水添ダイマージオールから誘導される構造単位を

有する （ポリ）力一ボネ一 卜ポリオ一ルを含むポリオ一ル成分、有機ポリィ

ソシァネ一 卜化合物および水酸基含有 （メタ）ァクリレ一 卜を反応させる方

法として、ジプチル錫ジラウリレー 卜、ジ才クチル錫ジラウレー トのような

公知のウレタン化触媒の存在下または非存在下で、水添ダイマージオールか

ら誘導される構造単位を有する （ポリ）エステルポリオ一ルおよび または

水添ダイマージオールから誘導される構造単位を有する （ポリ）力一ボネ一

卜ポリオールを含むポリオール成分、有機ポリイソシァネ一 卜化合物および

水酸基含有 （メタ）ァクリレー 卜を反応させることにより合成が出来るが、

触媒の存在下で反応させたほうが、反応時間を短縮する意味では好ましい。

ただ し、多く使用 しすぎると、最終的に硬化膜としての実使用時の物性値に

悪影響を及ぼす可能性があるので、使用量は、水添ダイマージオールから誘

導される構造単位を有する （ポリ）エステルポリオ一ルおよび または水添



ダイマージオールか ら誘導 される構造単位 を有する （ポ リ）力一ボネ一 卜ポ

リオ一ル を含むポ リオ一ル成分、有機 ポ リイソシァネ一 卜化合物、水酸基含

有 （メタ）ァク リレ一 卜の総量 1 0 0 質量部 に対 して 0 . 0 0 1 ~ 1質量部

であることが好 ま しい。

[0066] 原料の仕込みを行 う順番 については特 に制約はないが、化合物の末端 を、

水酸基含有 （メタ）ァク リレ一 卜を含む水酸基 を分子中に 1 つ有する化合物

でほぼ完全 に封止される場合 には、通常は、有機 ポ リイソシァネ一 卜化合物

および必要 に応 じてウ レタン化触媒 を反応器 に投入 し、撹拌 を行い、 その後

、反応器内の温度 を 4 0 °C ~ 1 4 0 °C、好 ま しくは 5 0 °C ~ 1 2 0 °Cで、水

添 ダイマージオールか ら誘導 される構造単位 を有する （ポ リ）エステルポ リ

オールおよび または水添 ダイマージオールか ら誘導 される構造単位 を有す

る （ポ リ）力一ボネ一 卜ポ リオ一ル、 さ らに必要 に応 じて、 このポ リエステ

ルポ リオ一ルゃ （ポ リ）カーボネー 卜ポ リオ一ル以外のポ リオ一ル成分 を順

次投入 し、 その後、反応器内の温度 を 5 0 °C ~ 1 6 0 °C、好 ま しくは 6 0 °C

~ 1 4 0 °Cで これ らを反応 させる。 その後、反応器内の温度 を 3 0 °C ~ 1

0 °C、好 ま しくは 5 0 °C ~ 1 0 0 °Cで、重合禁止剤 および必要 に応 じてウ レ

タン化触媒 を添加 し、滴下によ り水酸基含有 （メタ）ァク リレ一 卜を投入す

る。滴下中、反応器内の温度 を 3 0 °C ~ 1 2 0 °C、望 ま しくは 5 0 °C ~ 1 0

0 °Cに維持することが好 ま しい。滴下終 了後、反応器内の温度 を 3 0 °C ~ 1

2 0 °C、望 ま しくは 5 0 °C ~ 1 0 0 °Cに維持 し、反応 を完結 させる。

[0067] また、化合物の末端の一部のみを、水酸基含有 （メタ）ァク リレ一 卜を含

む水酸基 を分子中に 1 つ有する化合物で封止される場合 には、通常、有機 ポ

リイソシァネ一 卜化合物、必要 に応 じて重合禁止剤 および/ またはウ レタン

化触媒 を反応器 に投入 し、撹拌 を行い、 その後、反応器内の温度 を 3 0 °C ~

1 2 0 °C、好 ま しくは 5 0 °C ~ 1 0 °Cで、水酸基含有 （メタ）ァク リレー

卜滴下によ り投入する。滴下中、反応器内の温度 を 3 0 °C ~ 1 2 0 °C、望 ま

しくは 5 0 °C ~ 1 0 °Cに維持することが好 ま しい。滴下終 了後、反応器内

の温度 を 3 0 °C ~ 1 2 0 °C、望 ま しくは 5 0 °C ~ 1 0 °Cに維持 し、反応 さ



せる。その後、上記反応生成物を、水添ダイマージオールから誘導される構

造単位を有する （ポリ）エステルポリオールおよび または水添ダイマージ

オールから誘導される構造単位を有する （ポリ）力一ボネ一 卜ポリオ一ル、

さらに必要に応 じて、このポリエステルポリオ一ルゃ （ポリ）力一ボネ一 卜

ポリオ一ル以外のポリオ一ル成分を入れた反応器に、撹拌 しながら、反応器

内の温度を3 0 °C ~ 1 2 0 °C、好ましくは 5 0 °C ~ 1 0 0 °C に維持できるよ

うに投入 し、投入後、反応器内の温度を3 0 °C ~ 1 2 0 °C、望ましくは 5 0

°C ~ 0 0 °C に維持 し、反応を完結させる。

[0068] 本発明 （I ) の必須成分である成分 （1 ) として用いたとき、オ リゴマー

の粘度上昇の抑制あるいは重合時の体積収縮率の低減の必要がある場合には

、化合物の末端の一部のみを、水酸基含有 （メタ）ァクリレ一 卜を含む水酸

基を分子中に 1 つ有する化合物で封止されるオ リゴマ一であることが望まし

い。

[0069] 原料の仕込みモル比 （即ち、 （水添ダイマージオールから誘導される構造

単位を有する （ポリ）エステルポリオールの使用数、水添ダイマージオール

から誘導される構造単位を有する （ポリ）力一ボネ一 卜ポリオールの使用数

およびこのポリエステルポリオールや （ポリ）カーボネー トポリオール以外

のポリオ一ルの使用数を合わせたときの水酸基の総数）/ (使用された有機

ポリィソシァネ一 卜化合物のィソシアナ 卜基の総数）/ (水酸基含有 （メタ

) ァクリレー トを含む水酸基を分子中に 1 つ有する化合物の使用数を合わせ

たときの水酸基の総数））は、目的とするポリウレタンの分子量に応 じて調

節する。

[0070] ただ し、化合物の末端を、水酸基含有 （メタ）ァクリレー 卜を含む水酸基

を分子中に 1 つ有する化合物でほぼ完全に封止される場合には、水添ダイマ

—ジオールから誘導される構造単位を有する （ポリ）エステルポリオールの

使用数、水添ダイマージオールから誘導される構造単位を有する （ポリ）力

—ボネ一 卜ポリオールの使用数およびこのポリエステルポリオ一ルゃ （ポリ

) 力一ボネ一 卜ポリオ一ル以外のポリオールの使用数を合わせたときの水酸



基の総数より使用される有機ポリィソシァネ一 卜化合物のィソシアナ 卜基の

総数を多くする必要がある。

[0071 ] この場合には、水添ダイマ一ジ才一ルから誘導される構造単位を有する （

ポリ）エステルポリオールの使用数、水添ダイマージオールから誘導される

構造単位を有する （ポリ）力一ボネ一 卜ポリオールの使用数およびこのポリ

エステルポリオールや （ポリ）カーボネー トポリオール以外のポリオールの

使用数を合わせたときの水酸基の総数と、有機ポリイソシァネ一 卜化合物中

のイソシアナ 卜基の総数の比が、 1 . 0 に近いと分子量が大きくなり、 1 .

0 からずれて小さくなると分子量は小さくなる。

[0072] 原料の仕込みモル比には特に制限はないが、有機ポリィソシァネ一 卜化合

物中のイソシアナ 卜基の数と、水添ダイマ一ジ才一ルから誘導される構造単

位を有する （ポリ）エステルポリオールの使用数、水添ダイマージオールか

ら誘導される構造単位を有する （ポリ）力一ボネ一 卜ポリオールの使用数お

よびこのポリエステルポリオールや （ポリ）カーボネー トポリオール以外の

ポリオ一ルの使用数を合わせたときの水酸基の総数の比は、 1 . 5 ：1以上

であることが好ましい。

この比が 1 . 5 ：1 よりも小さい場合には、粘度が高くなりすぎる場合が

あり、好ましいこととは言えない。

[0073] また、化合物の末端の一部のみを、水酸基含有 （メタ）ァクリレ一 卜を含

む水酸基を分子中に 1 つ有する化合物で封止される場合には、水添ダイマ一

ジオールから誘導される構造単位を有する （ポリ）エステルポリオールの使

用数、水添ダイマ一ジ才一ルから誘導される構造単位を有する （ポリ）力一

ボネ一 卜ポリオールの使用数、このポリエステルポリオ一ルゃ （ポリ）力一

ボネ一 卜ポリオ一ル以外のポリオ一ルの使用数および水酸基含有 （メタ）ァ

クリレー トを含む水酸基を分子中に 1 つ有する化合物の使用数を合わせたと

きの水酸基の総数を、使用される有機ポリィソシァネ一 卜化合物のィソシァ

ナ 卜基の総数より多くする必要がある。

[0074] ただし、この場合には、水添ダイマージオールから誘導される構造単位を



有する （ポリ）エステルポリオールの使用数、水添ダイマージオールから誘

導される構造単位を有する （ポリ）力一ボネ一卜ポリオールの使用数、この

ポリエステルポリオ一ルゃ （ポリ）カーボネー卜ポリオ一ル以外のポリオ一

ルの使用数および水酸基含有 （メタ）ァクリレー卜を含む水酸基を分子中に

つ有する化合物の使用数を合わせたときの水酸基の総数と、有機ポリイソ

シァネ一卜化合物中のイソシアナ卜基の総数の比は、 2 : 1以下であること

が好ましい。

この比が2 ：1 よりも大きい場合には、ァクリロイル基を有さない分子が

多くなり、重合後の重合物の形状保持性が悪化あることがあり、好ましいこ

ととは言えない。

[0075] 水添ダイマージオールから誘導される構造単位を有する （ポリ）エステル

ポリオ一ルおよび/ または水添ダイマージオールから誘導される構造単位を

有する （ポリ）カーボネートポリオ一ルを原料成分として用いて合成される

ウレタン （メタ）ァクリレー卜を合成する際に、水添ダイマージオールから

誘導される構造単位を有さないウレタン （メタ）ァクリレー卜も製造される

ことがあるが、本明細書では、水添ダイマージオールから誘導される構造単

位を有さないウレタン （メタ）ァクリレ一卜は、本発明 （I ) の必須成分で

ある成分 （1 ) には含まれないものと定義する。例えば、水添ダイマ一ジ才

—ルから誘導される構造単位を有する （ポリ）エステルポリオ一ル、 1，3

—ビス （イソシアナトメチル）シクロへキサンおよび 2 —ヒドロキシェチル

ァクリレー卜を使用して、成分 （1 ) であるウレタン （メタ）ァクリレー卜

を製造する場合、水添ダイマ一ジ才一ルから誘導される構造単位を有さない

ウレタン （メタ）ァクリレー卜である、下記式 （5 ) の化合物も製造される

[0076]



[ 化5]

[0077] しか し、本明細書では、式 （5 ) の化合物は、水添ダイマージオールから

誘導される構造単位を有 していないので、成分 （1 ) には含まれないことを

意味する。

[0078] 成分 （1 ) の使用量は、本発明 （I ) の重合性組成物の総量に対 して 2 0

~ 6 0 質量％であることが好ましく、さらに好ましくは、 2 5 ~ 5 0 質量％

であり、特に好ましくは、 3 0 ~ 4 5 質量％である。成分 （1 ) の使用量が

、本発明 （I ) の重合性組成物の総量に対 して 2 0 質量％未満であると、本

発明 （I ) の重合性組成物の重合時の体積収縮率が大きくなるあるいは重合

しづらくなる可能性があり、好ましいこととは言えない。また、成分 （1 )

の使用量が、本発明 （I ) の重合性組成物の総量に対 して 6 0 質量％より多

い場合には、本発明 （I ) の重合性組成物の粘度が高くなる場合があり、好

ましくない。

[0079] 次に、第 2 の方法について説明する。

第 2 の方法は、水添ダイマージオールから誘導される構造単位を有する （

ポリ）エステルポリオ一ルおよび/ または水添ダイマージオールから誘導さ

れる構造単位を有する （ポリ）力一ボネ一 卜ポリオ一ルを含むポリオ一ル成

分とイソシアナ 卜基含有 （メタ）ァクリレー 卜を反応させる方法である。

[0080] 前述のように、水添ダイマ一ジ才一ルから誘導される構造単位を有する （

ポリ）エステルポリオ一ルおよび/ または水添ダイマージオールから誘導さ

れる構造単位を有する （ポリ）力一ボネ一 卜ポリオ一ルを含むポリオ一ル成

分は、水添ダイマ一ジ才一ルから誘導される構造単位を有する （ポリ）エス

テルポリオ一ルと水添ダイマージオールから誘導される構造単位を有する （

ポリ）カーボネー 卜ポリオールのいずれか一方または両方を含む 1種以上の



ポ リオ ール であれ ば よい。

[0081 ] イ ソシ アナ 卜基含有 （メタ） ァ ク リレー 卜は、 1 分 子 中 にイ ソシ アナ 卜基

と有 す る （メタ） ァ ク リレー 卜であれ ば、特 に制 限 はな い。

イ ソシ アナ 卜基含有 （メタ） ァ ク リレー 卜と して は、例 えば、 2 _ イ ソシ

アナ 卜ェチル ァ ク リレ一 卜、 2 _ イ ソシ アナ 卜ェチル メタ ク リレ一 卜等 を挙

げる ことがで きる。

[0082] 水添 ダイマー ジオ ール か ら誘導 され る構 造単位 を有 す る （ポ リ） エ ステル

ポ リオ 一ル お よび / また は水添 ダイマー ジオ ール か ら誘導 され る構 造単位 を

有 す る （ポ リ） 力一ボ ネ一 卜ポ リオ 一ル を含 むポ リオ 一ル成 分 の水酸 基 の全

て をイ ソシ アナ 卜基含有 （メタ） ァ ク リレー 卜と反応 させ て も、 水添 ダイマ

— ジオ ール か ら誘導 され る構 造単位 を有 す る （ポ リ） エ ステル ポ リオ ール お

よび また は水添 ダイマー ジオ ール か ら誘導 され る構 造単位 を有 す る （ポ リ

) 力一 ボ ネ一 卜ポ リオ 一ル を含 むポ リオ 一ル成 分 の水酸 基 の一部 のみ を、 ィ

ソシ アナ 卜基含有 （メタ） ァ ク リレー 卜と反応 させ て、 一部 の水酸 基 を残 し

て もい っこうにか まわ な い。

[0083] 水添 ダイマー ジオ ール か ら誘導 され る構 造単位 を有 す る （ポ リ） エ ステル

ポ リオ 一ル お よび / また は水添 ダイマー ジオ ール か ら誘導 され る構 造単位 を

有 す る （ポ リ） 力一ボ ネ一 卜ポ リオ 一ル を含 むポ リオ 一ル成 分 の水酸 基 の全

て をイ ソシ アナ 卜基含有 （メタ） ァ ク リレー 卜と反応 させ る場合 には、 水添

ダイマー ジオ ール か ら誘導 され る構 造単位 を有 す る （ポ リ） エ ステル ポ リオ

—ル の使 用数、 水添 ダイマ一 ジ才 一ル か ら誘導 され る構 造単位 を有 す る （ポ

リ） 力一ボ ネ一 卜ポ リオ ール の使 用数、 このポ リエ ステル ポ リオ 一ル ゃ （ポ

リ） 力一ボ ネ一 卜ポ リオ 一ル以外 のポ リオ ール の使 用数 を合 わせ た ときの水

酸 基 の総数 と、使 用 した イ ソシ アナ 卜基含有 （メタ） ァ ク リレー 卜の イ ソシ

アナ 卜基 の総数 の比 が 1 以上 であ る必要 があ る。

[0084] 水添 ダイマー ジオ ール か ら誘導 され る構 造単位 を有 す る （ポ リ） エ ステル

ポ リオ 一ル お よび / また は水添 ダイマー ジオ ール か ら誘導 され る構 造単位 を

有 す る （ポ リ） 力一ボ ネ一 卜ポ リオ 一ル を含 むポ リオ 一ル成 分 の水酸 基 の一



部のみを、イソシアナ 卜基含有 （メタ）ァクリレー 卜と反応させて、一部の

水酸基を残す場合には、水添ダイマージオールから誘導される構造単位を有

する （ポリ）エステルポリオールの使用数、水添ダイマージオールから誘導

される構造単位を有する （ポリ）力一ボネ一 卜ポリオールの使用数、このポ

リエステルポリオールや （ポリ）カーボネー トポリオール以外のポリオール

の使用数を合わせたときの水酸基の総数より、使用 したィソシアナ 卜基含有

(メタ）ァクリレ一 卜のイソシアナ 卜基の総数を少なく仕込む必要がある。

[0085] 本発明 （I ) の重合性組成物の重合時の体積収縮率を低 く抑えるためには

、水添ダイマ一ジ才一ルから誘導される構造単位を有する （ポリ）エステル

ポリオ一ルの使用数、水添ダイマ一ジ才一ルから誘導される構造単位を有す

る （ポリ）力一ボネ一 卜ポリオールの使用数、このポリエステルポリオ一ル

や （ポリ）力一ボネ一 卜ポリオ一ル以外のポリオールの使用数を合わせたと

きの水酸基の総数と、使用するイソシアナ 卜基含有 （メタ）ァクリレー 卜の

イソシアナ 卜基の総数の比は、 1 . 5 : 2 . 5 ：1 の範囲であることが

好ましく、さらに好ましくは、 1 . 7 ：1 ~ 2 . 3 : 1 の範囲である。

[0086] 製造方法には特に制約はないが、一般に、水添ダイマージオールから誘導

される構造単位を有する （ポリ）エステルポリオ一ルおよび または水添ダ

イマ一ジオールから誘導される構造単位を有する （ポリ）力一ボネ一 卜ポリ

オールを含むポリオール成分、重合禁止剤および必要に応 じてウレタン化触

媒ゃ酸化防止剤を添加 し、反応器内に投入 し、撹拌を開始 し、反応器内の温

度を4 0 °C ~ 1 2 0 °C、好ましくは 5 0 °C ~ 1 0 0 °C に昇温する。その後、

イソシアナ 卜基含有 （メタ）ァクリレー 卜を滴下投入する。滴下の間、反応

器内の温度を4 0 °C ~ 1 3 0 °C、好ましくは 5 0 °C ~ 1 0 °C に制御する。

滴下終了後、撹拌を継続 しながら、反応器内の温度を4 0 °C ~ 1 2 0 °C、好

ましくは 5 0 °C ~ 1 0 0 °C に維持 し、反応を完結させる。

[0087] 次に、本発明 （I ) の必須成分である成分 （2 ) について説明する。

本発明 （I ) の必須成分である成分 （2 ) は、炭素数 9 以上の炭化水素基

を有する （メタ）ァクリロイル基含有化合物である。前記炭素数 9 以上の炭



化水素基としては、炭素数 9 以上の脂肪族炭化水素基や炭素数 9 以上の脂環

式炭化水素基を例示でき、前者の例としてはノニル基、デシル基、イソデシ

ル基、ゥンデシル基、 ドデシル基、 2 _ へプチルゥンデシル基、イソ才クタ

デシル基を挙げることができ、後者の例としてはボルニル基、イソボルニル

基、ジシクロペンタニル基、ジシクロペンテニル基、プロビルシクロへキシ

ル基、プチルシクロへキシル基、 t e r t —プチルシクロへキシル基を挙げ

ることができる。

[0088] 炭素数 9 以上の炭化水素基を有する （メタ）ァクリロイル基含有化合物と

しては、例えば、イソボル二ルァクリレ一 卜、ジシクロペンテ二ルァクリレ

— 卜、ジシクロペンテ二ル才キシェチルァクリレー 卜、ジシクロペンタニル

ァクリレー 卜、ジシクロペンタニルェチルァクリレー 卜、 4 _ t e r t —プ

チルシクロへキシルァクリレー 卜、イソボルニルメタクリレー 卜、ジシクロ

ペンテニルメタクリレ一 卜、ジシクロペンテニル才キシェチルメタクリレ一

卜、ジシクロペンタニルメタクリレ一 卜、ジシクロペンタニルェチルメタク

リレー 卜、 4 _ t e r t —プチルシクロへキシルメタクリレ一 卜等の環状脂

肪族基を有する （メタ）ァクリロイル基含有化合物、ラウリルァクリレ一 卜

、イソノニルァクリレー 卜、 2 _ プロピルへプチルァクリレー 卜、 4 —メチ

ル_ 2 _ プロピルへキシルァクリレー 卜、ラウリルメタクリレ一 卜、イソノ

ニルメタクリレー 卜、 2 _ プロピルへプチルメタクリレー 卜、 4 —メチル一

2 _ プロピルへキシルメタクリレ一 卜等の鎖状脂肪族基を有する （メタ）ァ

クリロイル基含有化合物等を挙げることができる。

[0089] これらの中で、耐熱着色性能を考慮すると、好ましいものとしては、イソ

ボル二ルァクリレー 卜、ジシクロペンタニルァクリレー 卜、ジシクロペンタ

二ル才キシェチルァクリレー 卜、イソボルニルメタクリレー 卜、ジシクロぺ

ンタニルメタクリレー 卜、ジシクロペンタニルェチルメタクリレ一 卜、ラウ

リルァクリレー 卜、イソノニルァクリレー 卜、 2 _ プロピルへプチルァクリ

レ一 卜、 4 _ メチル_ 2 _ プロピルへキシルァクリレー 卜、ラウリルメタク

リレー 卜、イソノニルメタクリレ一 卜、 2 _ プロピルへプチルメタクリレー



卜、 4 _ メチル _ 2 _ プロピルへキシルメタク リレ一 卜であ り、後述の成分

( 4 ) の希釈効率 を考慮すると、 さらに好ま しくは、 ラウ リルァク リレー 卜

、イソノニルァク リレー 卜、 2 _ プロピルへ プチルァク リレー 卜、 4 —メチ

ル _ 2 _ プロピルへキシルァク リレー 卜、イソノニルメタク リレ一 卜、 2 _

プロピルへ プチルメタク リレ一 卜、 4 _ メチル _ 2 _ プロピルへキシルメタ

ク リレ一 卜であ り、光重合速度 を考慮すると、特 に好ま しくは、 ラウ リルァ

ク リレ一 卜、イソノニルァク リレー 卜、 2 _ プロピルへ プチルァク リレー 卜

、 4 —メチル 一 2 _ プロピルへキシルァク リレ一 卜である。

[0090] 成分 （2 ) の使用量は、本発明 （I ) の重合性組成物の総量に対 して 1 0

3 0 質量％であることが好ま しく、 さらに好ま しくは、 1 3 ~ 2 5 質量％

であ り、特 に好ま しくは、 1 5 ~ 2 2 質量％でぁる。成分 （2 ) の使用量が

、本発明 （I ) の重合性組成物の総量に対 して 1 0 質量％未満であると、本

発明 （I ) の重合性組成物の粘度が高 くなる場合があ り、好ま しくない。 ま

た、成分 （2 ) の使用量が、本発明 （I ) の重合性組成物の総量に対 して 3

0 質量％より多い場合には、本発明 （I ) の重合性組成物の重合時の体積収

縮率が大 きくなる可能性があ り好ま しいことではない。

[0091 ] 次 に、本発明 （I ) の重合性組成物の必須成分である成分 （3 ) について

説明する。

本発明 （I ) の必須成分である成分 （3 ) は、光重合開始剤である。

成分 （3 ) の光重合開始剤は、近赤外線、可視光線、紫外線等の光の照射

により、 ラジ力ル重合の開始に寄与するラジカルを発生する化合物であれば

、特 に制限はない。

[0092] 成分 （3 ) の光重合開始剤 と しては、具体的には、 ァセ 卜フエノン、 2 ，

2 —ジメ 卜キシ一 2 _ フエ二ルァセ 卜フエノン、ジェ トキシァセ 卜フエノン

、 1 —ヒ ドロキシシクロへキシル フェニルケ トン、 1 ， 2 —ヒ ドロキシ _ 2

—メチル 一 1 —フエニル プロパ ン一 1 —オ ン、 —ヒ ドロキシシクロへキシ

ル フエ二ルケ トン、 2 —ヒ ドロキシ _ 2 —メチル 一 1 —フエニル プロパ ン一

1 —オ ン、 2 —ヒ ドロキシ一 2 _ メチル _ 1 _ ( 4 _ イソプロピル フエニル



) プ ロパ ン 一 1 —オ ン、 2 — ヒ ドロキ シ 一 2 _ メ チル _ 1 _ ( 4 — ドデ シル

フ エニル ） プ ロパ ン 一 1 —オ ン、 お よび 2 — ヒ ドロキ シ 一 2 _ メ チル _ 1 _

[ ( 2 — ヒ ドロキ シ エ トキ シ） フ エニル ] プ ロパ ノ ン、 ベ ン ゾ フ エ ノ ン、 2

— メチル ペ ン ゾ フ エ ノ ン、 3 _ メ チル ベ ン ゾ フ エ ノ ン、 4 _ メ チル ベ ン ゾ フ

ェ ノ ン、 4 — メ トキ シベ ン ゾ フ エ ノ ン、 2 —ク ロ 口べ ン ゾ フ エ ノ ン、 4 —ク

ロ ロべ ン ゾ フ エ ノ ン、 4 _ プ ロモベ ン ゾ フ エ ノ ン、 2 _ カル ボ キ シベ ン ゾ フ

ェ ノ ン、 2 —エ トキ シ カル ボ ニル ベ ン ゾ フ エ ノ ン、 4 _ ベ ン ゾィル 一 4 ' -

メチル ジ フ エニル スル フ ィ ド、 ベ ン ゾ フ エ ノ ンテ 卜ラ カル ボ ン酸 また は そ の

テ 卜ラ メチル エ ステ ル 、 4 ，4 ' — ビス （ジ アル キル ァ ミ ノ） ベ ン ゾ フ エ ノ

ン類 （例 え ば 4 ，4 ' — ビス （ジ メチル ァ ミ ノ） ベ ン ゾ フ エ ノ ン、 4 ，4 '

— ビス （ジ シ ク ロへ キ シル ァ ミ ノ） ベ ン ゾ フ エ ノ ン、 4 ，4 ' — ビス （ジ ェ

チル ァ ミ ノ） ベ ン ゾ フ エ ノ ン、 4 ，4 ' — ビス （ジ ヒ ドロキ シ ェ チル ァ ミ ノ

) べ ン ゾ フ エ ノ ン）、 4 — メ トキ シ 一 4 ' —ジ メチル ァ ミ ノべ ン ゾ フ エ ノ ン

、 4 ，4 ' —ジ メ トキ シベ ン ゾ フ エ ノ ン、 4 —ジ メチル ァ ミ ノべ ン ゾ フ エ ノ

ン、 4 —ジ メチル ア ミ ノアセ 卜フ エ ノ ン、 ベ ンジル 、 ア ン トラ キ ノ ン、 2 _

t — プチル ア ン トラ キ ノ ン、 2 — メチル ア ン トラ キ ノ ン、 フ エナ ン トラ キ ノ

ン、 フル 才 レノ ン、 2 _ ベ ンジル _ 2 —ジ メチル ァ ミ ノ 一 1 _ ( 4 —モル ホ

リノ フ エニル ） _ 1 — プ タ ノ ン、 2 _ ( ジ メ チル ァ ミ ノ） _ 2 _ [ ( 4 — メチ

ル フ エニル ） メチル ] _ 1 _ [ 4 _ ( 4 —モル ホ リニル ） フ エ二ル ] — 1 — プ タ

ノ ン、 2 _ メチル _ 1 _ [ 4 — ( メ チ ル チ オ ） フ エニル ] _ 2 _ モル ホ リノ

_ 1 _ プ ロパ ノ ン、 2 — ヒ ドロキ シ _ 2 — メチル 一 [ 4 — ( 1 — メチル ビ二

ル ） フ エニル ] プ ロパ ノール オ リゴマ ー、 ベ ン ゾイ ン、 ベ ン ゾイ ンエ ー テ ル

類 （例 え ばべ ン ゾイ ンメチル エ ー テ ル 、 ベ ン ゾイ ンェ チル エ ー テ ル 、 ベ ン ゾ

イ ン プ ロ ピル エ ー テ ル 、 ベ ン ゾイ ンイ ソ プ ロ ピル エ ー テ ル 、 ベ ン ゾイ ンイ ソ

プチル ェ 一 テ ル 、 ベ ン ゾイ ン フ エ二ル ェ 一 テ ル 、 ベ ンジル ジ メチル ケ タ一ル

) 、 ァ ク リ ドン、 ク ロ ロア ク リ ドン、 N — メチル ァ ク リ ドン、 N — プチル ァ

ク リ ドン、 N — プチル 一 ク ロ ロア ク リ ドン、 2 ，4 ， 6 _ 卜リメチル ベ ン ゾ

ィル ジ フ エニル ホ ス フ ィ ンオ キサ イ ド、 2 ， 6 —ジ メ トキ シベ ン ゾィル ジ フ



ェニルホスフィンオキサイ ド、 2 ， 6 —ジクロ口べンゾィルジフエニルホス

フィンオキサイ ド、 2 ，4 ， 6 _ 卜リメチルベンゾィルメ トキシフエ二ルホ

スフインオキサイ ド、 2 ，4 ， 6 _ 卜リメチルベンゾィルエ トキシフエニル

ホスフィンオキサイ ド、 2 ，3 ， 5 , 6 —テ 卜ラメチルベンゾィルジフエ二

ルホスフィンオキサイ ド、ベンゾィルジー （2 ， 6 —ジメチルフエニル）ホ

スホネ一 卜などが挙げられる。 ビスァシルフ才スフィン才キサイ ド類として

は、 ビス一 （2 ， 6 —ジクロ口べンゾィル）フエニルフォスフィン才キサイ

ド、 ビス一 （2 ， 6 —ジクロ口べンゾィル）_ 2 ， 5 —ジメチルフエニルフ

才スフィンオキサイ ド、 ビス一 （2 ， 6 —ジクロ口べンゾィル）_ 4 _ プロ

ピルフエニルフォスフィンオキサイ ド、 ビス一 （2 ， 6 —ジクロ口べンゾィ

ル）_ 1 _ ナフチルフォスフィンオキサイ ド、 ビス一 （2 ， 6 —ジメ トキシ

ベンゾィル）フエニルフォスフィンオキサイ ド、 ビス一 （2 ， 6 —ジメ トキ

シベンゾィル）_ 2 ，4 ，4 _ 卜リメチルペンチルフォスフィンオキサイ ド

、 ビス一 （2 ， 6 —ジメ トキシベンゾィル）_ 2 ， 5 —ジメチルフエニルフ

才スフィンオキサイ ド、 ビス一 （2 ，4 ， 6 _ 卜リメチルベンゾィル）フエ

ニルフォスフィンオキサイ ド、 （2 ， 5 , 6 _ 卜リメチルベンゾィル）_ 2

，4 ，4 _ 卜リメチルペンチルフォスフィンオキサイ ド、 2 _ イソプロピル

チ才キサン トン、 4 _ イソプロピルチ才キサン トン、 2 ，4 _ ジェチルチオ

キサン トン、 2 ，4 —ジクロ口チ才キサン トン、 1 _ クロ口一4 _ プロポキ

シチ才キサン トンなどが挙げられる。

[0093] また、光重合開始剤として、メタ口セン化合物を使用することもできる。

メタ口セン化合物としては、中心金属が F e 、 Τ ί 、V、C r 、M n、C o

、Ν ί 、M o、 R u、 R h、 L u、 T a、W、O s 、 I r などに代表される

遷移元素を用いることができ、例えば、 ビス （ 5 —2 ，4 —シクロペンタ

ジェン_ 1 _ ィル）一ビス [ 2 ， 6 —ジフル才ロ一3 _ ( ピロ一ル一 1 —ィ

ル）フエニル] チタニウムを挙げることができる。

[0094] これらの光重合開始剤は、それぞれ単独で、あるいは 2 種以上を組み合わ

せて使用することができる。



[0095] これらの中で、好ましいものとしては、 2 —ヒドロキシ一2 _ メチル_ 1

—フエニルプロパン一 1 —オン、 1 —ヒドロキシシクロへキシルフェニルケ

トン、 2 ，4 ，6 _ 卜リメチルベンゾィルジフエニルホスフィンオキサイ ド

、 , 3 ，5 , 6 —テ 卜ラメチルベンゾィルジフエニルホスフィン才キサイ

ドであり、特に好ましいものとしては、 1 —ヒドロキシシクロへキシルフェ

二ルケ トン、 2 ，4 ，6 _ 卜リメチルベンゾィルジフエニルホスフィン才キ

サイ ドであり、最も好ましくは、 2 ，4 ，6 _ 卜リメチルベンゾィルジフエ

ニルホスフィン才キサイ ドの単独使用、あるいは 1 —ヒドロキシシクロへキ

シルフェニルケ トンと2 ，4 ，6 _ 卜リメチルベンゾィルジフエニルホスフ

ィン才キサイ ドの併用である。

[0096] また、図 1や図 2 における保護部 3 には、表示部 2 に対する紫外線保護の

観点から紫外線領域をカツ卜する機能が付与されていることが多い。その場

合、可視光領域でも感光可能な光重合開始剤である2 ，4 ，6 _ 卜リメチル

ベンゾィルジフエニルホスフィンオキサイ ド、 2 ，3 ，5 , 6 —テ 卜ラメチ

ルベンゾィルジフエニルホスフィン才キサイ ドを使用することが好ましく、

特に好ましくは、 2 ，4 ，6 _ 卜リメチルベンゾィルジフエニルホスフィン

才キサイ ドである。

[0097] 成分 （3 ) の使用量は、本発明 （I ) の重合性組成物の総量に対 して 0 .

1 ~ 4 . 0 質量0/ 0であることが好ましく、さらに好ましくは、 0 . 3 ~ 3 .

0 質量％であり、特に好ましくは、 0 . 5 ~ 2 . 0 質量％である。成分 （3

) の使用量が、本発明 （I ) の重合性組成物の総量に対 して 0 . 1 質量％未

満であると、重合開始剤の重合開始性能不足になる場合があり好ましくない

。また、成分 （3 ) の使用量が、本発明 （I ) の重合性組成物の総量に対 し

て4 . 0 質量％より多くなると、後述の本発明 （I I ) の重合物を、高温環

境下においた場合に、着色 しやすくなる場合があり、好ましいこととは言え

ない。

[0098] さらに、本発明 （I ) の重合性組成物には、下記の成分 （4 ) を含むこと

ができかつ好ましい。



成分 （4 ) 水添石油樹脂、テルペン系水添樹脂、水添ロジンエステル、

水添ポリプタジェンおよび水添ポリィソプレンからなる群から選ばれる少な

くとも 1種

[0099] 水添石油樹脂とは、石油系樹脂を水素還元 して得 られる樹脂である。水添

石油樹脂の原料である石油系樹脂としては、脂肪族系石油樹脂、芳香族系石

油樹脂、脂肪族一芳香族共重合系石油樹脂、脂環族系石油樹脂、ジシクロべ

ンタジェン樹脂およびこれらの水添物等の変性物が挙げられる。合成石油樹

脂は、C 5 系でも、C 9 系でもよい。

[01 00] テルペン系水添樹脂とは、テルペン系樹脂を水素還元 して得 られる樹脂で

ある。テルペン系水添樹脂の原料であるテルペン系樹脂としては、 _ ビネ

ン樹脂、 _ ピネン樹脂、 — リモネン樹脂、 — リモネン樹脂、 ビネン—

リモネン共重合樹脂、テルペ ン—フエノール樹脂、芳香族変性テルペ ン樹脂

などが挙げられる。これらのテルペン系樹脂の多くは、極性基を有 しない樹

脂である。

[01 0 1 ] 水添ロジンエステルとは、ロジン系樹脂を水添 して得 られる水添ロジンを

エステル化あるいはロジンをエステル化 して得 られるロジンエステルを水素

還元 して得 られた樹脂である。口ジン系樹脂粘着付与剤としては、ガム口ジ

ン、 卜一ル油ロジン、ウッドロジン、不均化ロジン、重合ロジン、マレイン

化ロジンなどの変性口ジンなどが挙げられる。

[01 02] 水添ポリプタジェンとは、ポリプタジェンを水素還元 した化合物である。

一般に 1， 2 _ ポ リプタジェンを水素還元 したものが、結晶性がないので好

ましい。本発明 （I ) の重合性組成物に用いる場合には、数平均分子量は3

0 0 0 0 以下のであることが、本発明 （I ) の重合性組成物の粘度を高くし

すぎないためには好ましい。

[01 03] 水添ポリイソプレンとは、ポリイソプレンを水素還元 した化合物である。

数平均分子量は3 0 0 0 0 以下であることが、本発明 （I ) の重合性組成物

の粘度を高くしすぎないためには好ましい。

[01 04] これらの成分 （4 ) の化合物は、それぞれ単独で、あるいは 2 種以上を組



み合わせて使用することがで きる。

[01 05] これ らの中で好 ま しいもの と しては、水添石油樹脂、テルペ ン系水添樹脂

であ り、 さ らに好 ま しくは、テルペ ン系水添樹脂である。

また、テルペ ン系水添樹脂の中では、高温環境下で保存 した場合の着色が

少ないので、 _ ピネン樹脂、 _ ピネン樹脂、 — リモネン樹脂、 — リ

モネン樹脂、 ピネン— リモネン共重合樹脂等の芳香環 を有 しないテルペ ン系

共重合樹脂が好 ま しい。

[01 06] 本発明 （I ) の重合性組成物 に、成分 （4 ) を用いる場合 には、成分 （4

) の使用量は、成分 （4 ) 以外の組成物 中の成分 によって一概 には言えない

が、成分 （1 ) と成分 （4 ) の総量が、本発明 （I ) の重合性組成物の総量

に対 して、 6 0 ~ 9 0 質量 0/ 0であることが好 ま しく、 さ らに好 ま しくは、 6

5 ~ 8 7 質量％でぁ り、特 に好 ま しくは、 6 7 ~ 8 5 質量％でぁる。成分 （

1 ) と成分 （4 ) の総量が、本発明 （I ) の重合性組成物の総量 に対 して 6

0 質量％未満の場合 には、重合時の体積収縮率が大 きくなることがあ り好 ま

しいこととは言えない。 また、成分 （1 ) と成分 （4 ) の総量が、本発明 （

I ) の重合性組成物の総量 に対 して 9 0 質量％よ り多 くなると、本発明 （I

) の重合性組成物の粘度 は高 くなる場合があ り、好 ま しいこととは言えない

[01 07] さ らに、本発明 （I ) の重合性組成物 には、下記の成分 （5 ) を含む こと

がで きかつ好 ま しい。

成分 （5 ) アル コール性水酸基 を有する （メタ）ァク リロイル基含有化

合物

成分 （5 ) は、 アル コール性水酸基 と （メタ）ァク リロイル基 を同一分子

内に有 している化合物であれば、特 に制限はない。

[01 08] アル コール性水酸基 を有する （メタ）ァク リロイル基含有化合物 と しては

、例 えば、 2 — ヒ ドロキシェチル ァク リレ一 卜、 2 — ヒ ドロキシプロピル ァ

ク リレ一 卜、 3 — ヒ ドロキシプロピル ァク リレー 卜、 2 — ヒ ドロキシプチル

ァク リレー 卜、 4 — ヒ ドロキシプチル ァク リレー 卜、 2 — ヒ ドロキシ一 3 _



フエノキシプロピル ァク リレー 卜、 2 — ヒ ドロキシ一 3 — ( o —フエニル フ

エノキシ） プロピル ァク リレー 卜、 2 — ヒ ドロキシェチル アク リル アミ ド、

2 — ヒ ドロキシェチル メタク リレー 卜、 2 — ヒ ドロキシプロピル メタク リレ

— 卜、 3 — ヒ ドロキシプロピル メタク リレ一 卜、 2 — ヒ ドロキシプチル メタ

ク リレ一 卜、 4 — ヒ ドロキシプチル メタク リレー 卜、 2 — ヒ ドロキシ一 3 _

フエノキシプロピル メタク リレ一 卜、 2 — ヒ ドロキシ一 3 _ ( o _ フエニル

フエノキシ） プロピル メタク リレ一 卜等 を挙 げることがで きる。

[01 09] 本発明（I ) の重合性組成物 に使用 した場合 に相溶性 を考慮すると、 これ ら

の中で好 ま しいもの と しては、 2 — ヒ ドロキシプチル ァク リレー 卜、 4 — ヒ

ドロキシプチル ァク リレー 卜、 2 — ヒ ドロキシ一 3 _ フエノキシプロピル ァ

ク リレ一 卜、 2 — ヒ ドロキシ一 3 — ( o — フエニル フエノキシ） プロピル ァ

ク リレ一 卜、 2 — ヒ ドロキシプロピル メタク リレ一 卜、 3 — ヒ ドロキシプロ

ピル メタク リレ一 卜、 2 — ヒ ドロキシプチル メタク リレー 卜、 4 — ヒ ドロキ

シプチル メタク リレー 卜であ り、 さ らに好 ま しいのは、 4 — ヒ ドロキシプチ

ル ァク リレー 卜、 2 — ヒ ドロキシプロピル メタク リレ一 卜、 3 — ヒ ドロキシ

プロピル メタク リレ一 卜、 2 — ヒ ドロキシプチル メタク リレー 卜、 4 — ヒ ド

ロキシプチル メタク リレー 卜であ り、最 も好 ま しいのは、 2 — ヒ ドロキシプ

口ピル メタク リレ一 卜である。

[01 10] さ らに、本発明 （I ) の重合性組成物 には、下記の成分 （6 ) を含む こと

がで きかつ好 ま しい。

成分 （6 ) 水添ポ リプタジェ ンポ リオールおよび水添ポ リイソプ レンポ

リオ一ルか らなる群か ら選ばれる少な くとも 1 種

成分 （6 ) は、成分 （1 ) 、成分 （4 ) および成分 （5 ) の相溶性 を増す

ために用い られる。 また、後述の本発明 （I I ) の重合物の誘電率 を下げる

必要性がある場合や重合時の体積収縮率 をさ らに低 く才合える目的で、好適

に用い られる。

[01 11] 水添ポ リプタジェ ンポ リオール とは、ポ リプタジェ ンポ リオ一ル を水素還

元 して得 られる化合物である。一般 に 1 ， 2 _ ポ リブタジエ ンポ リオ一ル を



水素還元 したものが、結晶性がないので好 ま しい。水添ポ リプタジェ ンジ才

—ル と しては、例 えば、 日本曹達株式会社製の G 1 - 0 0 0 , G I - 2 0

0 0 および G I - 3 0 0 0 等 を挙 げることがで きる。

[01 12] 水添ポ リイソプ レンポ リオール とは、ポ リイソプ レンポ リオ一ル を水素還

元 して得 られる化合物である。水添ポ リイソプ レンポ リオ一ル と しては、例

えば、 出光興産株式会社製のェポール等 を挙 げることがで きる。

[01 13] 成分 （6 ) の好 ま しい使用方法は、水添ポ リブタジエ ンポ リオール と水添

ポ リイソプ レンポ リオールの少な くとも一方 と、水添石油樹脂 とテルペ ン系

水添樹脂の少な くとも一方 との併用であ り、最 も好 ま しくは、水添ポ リプタ

ジエ ンポ リオール と水添ポ リイソプ レンポ リオールの少な くとも一方 と、テ

ル ペ ン系水添樹脂の併用である。

[01 14] また、本発明 （I ) の重合性組成物の重合時の体積収縮率 は、 4 . 0 % 以

下であることが好 ま しく、 さ らに好 ま しくは、 3 . 0 % 以下である。本発明（

1 ) の重合性組成物の重合時の体積収縮率が、 4 . 0 % よ りも大 きい場合 には

、重合性組成物が重合する際に重合物 に蓄積 される内部応力が大 きくな りす

ぎ、重合物層 5 と表示部 2 または保護部 3 との界面 に歪みがで きて しまい、

好 ま しいこととは言えない。

[01 15] 重合物の 2 3 °C における引張弾性率 は、 1 X 1 0 7 P a 以下であることが好

ま しく、 さ らに好 ま しくは、 1 X 1 0 3~ 1 X 1 0 6 P a である。

なお、本明細書 に記載の引張弾性率 は、 5 0 0 m m / m i n の引張速度で

試験 を行 った ときの値である。

重合物の 2 3 °C における引張弾性率が、 1 X P a よ り大 きいと画像表

示部 および保護部 に対 して、重合性組成物の重合時に、体積収縮 による応力

の影響 によ り、歪みが生 じる場合があ り、好 ま しいこととは言えない。

[01 16] 本発明 （I ) の重合性組成物の 2 5 °C における粘度が、 5 0 0 0 m P a

s 以下であることが好 ま しく、 さ らに好 ま しくは、 4 0 0 0 m P a ' s 以下

である。

なお、本明細書 に記載の粘度 は、 コー ン/ プ レー 卜型粘度計 （B r o o k



f i e I d 社製、型式 ：D V _ I I + P r o 、 ス ピン ドルの型番 ：C P E _

4 2 ) を用いて、温度 2 5 . 0 °C、 回転数 1 0 r p m の条件で測定 した値で

ある。

2 5 °C における、本発明 （I ) の重合性組成物の粘度が 5 0 0 0 m P a

s よ り高 くなると、本発明 （I ) の重合性組成物 をデ ィスペ ンサーを用いた

線引 き塗布法で塗布する場合 には、塗布後の広が りが抑制 され、 その結果、

必要箇所 に均一の厚みで該組成物がいきわた らな くなることがあ り、好 ま し

いこととは言えない。

[01 17] 本発明 （I ) の重合性組成物 は、必要 に応 じて、重合禁止剤、酸化防止剤

、消泡剤、改質剤な どを任意 に添加することがで きる。

[01 18] 重合禁止剤 と しては、特 に限定されるものではないが、例 えば、 フエノチ

ァジン、 ヒ ドロキノン、 p —メ トキシフエノール、 p —ベ ンゾキノン、ナフ

トキノン、 フエナ ンスラキノン、 卜ルキノン、 2 ， 5 _ ジァセ 卜キシ一 p _

ベ ン ゾキ ノ ン、 2 ， 5 —ジカプロキシ一 p —ベ ン ゾキ ノ ン、 2 ， 5 _ ァ シ ロ

キシ _ p —ベ ンゾキノン、 p _ t —プチル カテ コール、 2 ， 5 _ ジ _ _ プ

チル ヒ ドロキノン、 p _ t e r t _ プチル カテ コール、 モノ_ t —プチル ヒ

ドロキノン、 2 ， 5 _ ジ一 t —アミル ヒ ドロキノン、 ジ一 t —プチル ' パ ラ

ク レゾ一ル ヒ ドロキノンモノメチルエーテル、 アル ファナフ 卜一ル、 ァセ 卜

アミジンアセテー ト、 ァセ 卜アミジンサル フエ一 卜、 フエニル ヒ ドラジン塩

酸塩、 ヒ ドラジン塩酸塩、 卜リメチルベ ンジル アンモニゥ厶クロライ ド、 ラ

ゥ リル ピリジニゥ厶クロライ ド、セチル 卜リメチル アンモニゥ厶クロライ ド

、 フエニル 卜リメチル アンモニゥ厶クロライ ド、 卜リメチルベ ンジル アンモ

二ゥ厶才キザ レ一 卜、 ジ （卜リメチルベ ンジル アンモニゥ厶）才キザ レ一 卜

、 卜リメチルベ ンジル アンモニゥ厶マ レ一 卜、 卜リメチルベ ンジル アンモニ

ゥ厶タ一タ レ一 卜、 卜リメチルベ ンジル アンモニゥ厶グ リコ レ一 卜、 フエ二

ル _ —ナフチル ァミン、パ ラベ ンジル ァミノフエノール、 ジ 一 β — ナ フチ

ルパ ラフエ二 レンジァミン、 ジニ トロベ ンゼ ン、 トリニ トロ トルエ ン、 ピク

リン酸、 シクロへキサ ノン才キシ厶、 ピロガロール、 タンニ ン酸、 レゾルシ



ン、 卜リエチル ァミン塩酸塩、 ジメチル ァニ リン塩酸塩 およびジプチル アミ

ン塩酸塩等が挙 げ られる。

これ らは単独でも、あるいは 2 種以上 を適宜組み合わせて使用することが

で きる。

[01 19] これ らの中でも、 ヒ ドロキノン、 p —メ トキシフエノール、 p —ベ ンゾキ

ノン、ナフ トキノン、 フエナ ンスラキノン、 2 ， 5 _ ジァセ トキシ _ p —ベ

ンゾキ ノ ン、 2 ， 5 —ジカプロキシ一 p —ベ ンゾキ ノ ン、 2 ， 5 —ァシロキ

シ一 p —ベ ンゾキノン、 p _ t —プチル カテ コール、 2 ， 5 _ ジ _ _ プチ

ル ヒ ドロキノン、 p _ t e r t _ プチル カテ コール、 モノ_ t —プチル ヒ ド

ロキノン、 2 ， 5 _ ジ一 t —アミル ヒ ドロキノン、 ジ一 t —プチル ' パ ラク

レゾ一ル ヒ ドロキノンモノメチルエーテルおよび フエノチアジンが好適 に用

い られる。

[01 20] 通常、重合禁止剤 は、本発明 （I ) の重合性組成物の総量 に対 し、 0 . 0

1 ~ 5 質量％の添加量 になるよう調整することがで きる。ただ し、重合禁止

剤の量は、成分 （2 ) や成分 （5 ) に予め含 まれている重合禁止剤 を加味 し

た値である。即ち、一般 には本発明 （I ) の成分 （2 ) や成分 （5 ) に予め

重合禁止剤が含 まれているが、 この重合禁止剤 と新たに添加する重合禁止剤

の総量 を併せた量が、本発明 （I ) の重合性組成物の総量 に対 し、 0 . 0 1

〜 5 質量％の添加量 になることを意味する。

[01 2 1 ] 酸化防止剤 と しては、特 に限定されるものではないが、例 えば、ペ ンタエ

リス リ 卜一ルテ トラキス [ 3 _ ( 3 ， 5 _ ジ一 t e r t —プチル _ 4 _ ヒ ドロ

キシフエニル） プロビオネ一 卜] 、才 クタデシル _ 3 _ ( 3 ， 5 _ ジ _ 6 r

t —プチル 一 4 — ヒ ドロキシフエニル） プロビオネ一 卜、チオジェチ レンビ

ス [ 3 — ( 3 ， 5 _ ジ一 t e r t _ プチル 一 4 — ヒ ドロキシフエニル） プロピ

才ネ一 卜] 、 3 ， 5 _ ジ一 t e r t _ プチル 一 4 — ヒ ドロキシベ ンゼ ンプロパ

ン酸の炭素数 7 ~ 9 のアルキルエステル、 4 ， 6 _ ビス （才 クチルチオメチ

ル）_ o _ ク レゾ一ル、 3 ， 9 _ ビス [ 2 _ [ 3 _ ( 3 _ t e r t _ プチル 一

4 — ヒ ドロキシ一 5 _ メチル フエニル） プロピオニル才キシ] _ 1 ， 1 —ジ



メチルェチル ] _ 2 ， 4 ， 8 ， 1 0 —テ 卜ラオキサス ピロ[ 5 ， 5 ] _ ゥンデ力

ン、 2 ， 2 ' —メチ レンビス （6 _ t e r t _ プチル _ 4 _ メチル フエノー

ル）、 4 ， 4 ' —プチ リデ ンビス （6 _ t e r t _ プチル _ 3 _ メチル フエ

ノール）、 4 ， 4 ' —チ才 ビス （2 _ t e r t _ プチル 一 5 —メチル フエノ

—ル）、 N ， N ' ， N " — 卜リス （3 ， 5 _ ジ— t e r t —プチル _ 4 _ ヒ

ドロキシベ ンジル）イソシァヌレ一 卜、 1 ， 1 ， 3 — 卜リス （2 —メチル 一

4 — ヒ ドロキシ一 5 _ t e r t _ プチル フエニル） ブタン、 1 ， 1 _ ビス （

2 _ メチル _ 4 _ ヒ ドロキシ一 5 _ t e r t —プチル フエニル） プタン等 を

挙 げることがで きる。 これ らの中で、好 ま しいものは、ペ ンタエ リス リ 卜一

ルテ トラキス [ 3 _ ( 3 ， 5 _ ジ一 t e r t —プチル _ 4 _ ヒ ドロキシフエ二

ル） プロビオネ一 卜] 、才 クタデシル _ 3 _ ( 3 ， 5 _ ジ一 t e r t —プチル

_ 4 — ヒ ドロキシフエニル） プロビオネ一 卜であ り、最 も好 ま しいのは、ぺ

ンタエ リス リ 卜一ルテ トラキス [ 3 — ( 3 ， 5 _ ジ一 t e r t —プチル _ 4 _

ヒ ドロキシフエニル） プロビオネ一 卜] である。

[01 22] 通常、酸化防止剤 は、本発明 （I ) の重合性組成物の総量 に対 し、 0 . 0

1 ~ 5 質量％の添加量 になるよう調整することがで きる。ただ し、重合禁止

剤の量は、成分 （4 ) 等の他の成分 に予め含 まれている酸化防止剤 を加味 し

た値である。即ち、一般 には本発明 （I ) の成分 （4 ) 等 に予め酸化防止剤

が含 まれている場合があるが、 この酸化防止剤 と新たに添加する酸化防止剤

の総量 を併せた量が、本発明 （I ) の重合性組成物の総量 に対 し、 0 . 0 1

〜 5 質量％の添加量 になることを意味する。

[01 23] 改質剤 と しては、例 えば、 レべ リング性 を向上 させる為の レべ リング剤等

が挙 げ られる。 レべ リング剤 と しては、例 えば、ポ リエーテル変性 ジメチル

ポ リシ口キサ ン共重合物、ポ リエステル変性 ジメチルポ リシ口キサ ン共重合

物、ポ リエーテル変性 メチル アルキルポ リシロキサ ン共重合物、 ァラルキル

変性 メチル アルキルポ リシロキサ ン共重合物、 ァク リルエステル共重合物等

が使用で きる。 これ らは、単独で使用 しても、 2 種以上組み合わせて使用 し

てもよい。本発明 （I ) の重合性組成物の総量 に対 し、本発明 （I ) の重合



性組成物の総量 に対 し、 0 . 0 1 ~ 5 質量％添加することがで きる。 0 . 0

質量％未満の場合 には、 レベ リング剤の添加効果が発現 しない可能性があ

る。 また、 5 質量％よ り多い場合 には、使用する レべ リング剤の種類 によつ

ては、表面 タックがでた り、電気絶縁特性 を劣化 させる可能性がある。

[01 24] 消泡剤 は、文字通 り、本発明 （I ) の重合性組成物 を塗布する際に、発生

あるいは残存する気泡 を消すあるいは抑制する作用を有するものであれば、

特 に制限はない。

本発明 （I ) の重合性組成物 に使用される消泡剤 と しては、 シ リコー ン系

オイル、 フッ素含有化合物、ポ リカルボ ン酸系化合物、ポ リブタジエ ン系化

合物、 アセチ レンジオール系化合物な ど公知の消泡剤が挙 げ られる。 その具

体例 と しては、例 えば、 B Y K — 0 7 7 ( ビックケ ミ一 ' ジャパ ン株式会社

製）、 S N デ フォーマ一 4 7 0 (サ ンノプコ株式会社製）、 T S A 7 5 0 S

( モメンテ イブ パ フォーマ ンス マテ リアルズ ジャパ ン合同会社製）、

シ リコー ンオイル S H — 2 0 3 (東 レ ダウコ一ニ ング株式会社製）等のシ

リコ一 ン系消泡剤、 ダッポ一 S N - 3 4 8 (サ ンノプコ株式会社製）、 ダッ

ポ一 S N — 3 5 4 (サ ンノプコ株式会社製）、 ダッポ一 S N — 3 6 8 (サ ン

ノプコ株式会社製）、 デ ィスパ ロン 2 3 0 H F (楠本化成株式会社製）等の

アク リル重合体系消泡剤、サ一フィノール D F — 1 0 D ( 曰信化学工業株

式会社製）、 サ一フイノ一ル D F — 3 7 ( 日信化学工業株式会社製）等のァ

セチ レンジ才一ル系消泡剤、 F A — 6 3 0 等の フッ素含有 シ リコ一 ン系消泡

剤等 を挙 げることがで きる。 これ らは、単独で使用 しても、 2 種以上組み合

わせて使用 してもよい。通常、本発明 （I ) の重合性組成物の総量 に対 し、

0 . 0 0 1 ~ 5 質量％添加することがで きる。 0 . 0 1 質量％未満の場合 に

は、消泡剤の添加効果が発現 しない可能性がある。 また、 5 質量％よ り多い

場合 には、使用する消泡剤の種類 によっては、表面 タックが生 じた り、電気

絶縁特性 を劣化 させる可能性がある。

[01 25] 着色剤 と しては、公知の無機顔料、有機系顔料、 および有機系染料等が挙

げ られ、所望する色調 に応 じてそれぞれを配合する。 これ らは、単独で使用



しても、 2 種以上組み合わせて使用 してもよい。

[01 26] 次 に、本発明 （I I ) の重合物 について説明する。

本発明 （I I ) は、本発明 （I ) の重合性組成物 を重合 して得 られる重合

物である。

[01 27] 本発明 （I I ) の重合物の具体的な製造方法 と しては、 まず、デ イスペ ン

サ一等 を使用 して、基材 に塗布する。次 に、前記基材 ともう 1 つの基材 を、

スぺ—サを介 して重合性組成物の挟み こむように重ね合わせ、 その後、高圧

水銀灯、 メタルハ ライ ドランプ、 L E D 等 を光源 と して、光重合開始剤が感

光可能な光 を、前記のいずれかの基材 を介 して照射 し、本発明 （I ) の重合

性組成物 を重合することによ り、本発明 （I I ) の重合物が得 られる。

[01 28] 2 5 °C における、本発明 （I I ) の重合物の屈折率 は、 1 . 4 5 ~ 1 . 5

5 であることが好 ま しく、 さ らに好 ま しくは、 1 . 4 8 ~ 1 . 5 2 である。

2 5 °C における屈折率が、 1 . 4 5 未満あるいは 1 . 5 5 よ り大 きくなる場

合、保護部の材質である光学 ガラスゃポ リメタク リル酸 メチル等のァク リル

樹脂の屈折率 に比べて低 くな りす ぎるので、表示部か ら保護部 に至 る間の界

面 における屈折率差がやや大 きくな り、表示部か ら映像光の散乱および減衰

がやや大 きくな り、好 ま しいこととは言えない。

[01 29] 次 に、本発明 （I I I ) の画像表示装置の製造方法および本発明 （I V )

の画像表示装置 について説明する。

[01 30] 本発明 （I I I ) は、画像表示部 を有する基部 と、透光性の保護部 と、前

記基部 と前記保護部 との間に介在する重合物層 を含む画像表示装置の製造方

法であ って、 その方法は、本発明 （I ) の重合性組成物 を、前記基部 と前記

保護部 との間に介在 させる工程、 および光重合開始剤が感光可能な光 を前記

重合性組成物 に照射 して重合物層 を形成する工程 を含む。

[01 3 1 ] 以下 に、画像表示装置の好 ま しい実施形態 を図面 を参照 して、 よ り具体的

に説明する。なお、各図中、同一符号は同一 または同等の構成要素 を表 して

いる。

図 1 および図 2 は、本発明に係 る画像表示装置の一実施形態の要部 を示す



断面図である。図 1 および図 2 に示すように、本実施形態の表示装置 1 は、

図示 しない駆動回路 に接続 され、所定の画像表示 を行 う画像表示部 2 と、 こ

の画像表示部 2 に所定の距離 をおいて近接対向配置 された透光性の保護部 3

とを有 している。

[01 32] なお、本明細書 に記載の 「画像表示装置」 と しては、画像 を表示する装置

であれば、特 に限定されるものではな く、種 々のものに適用することがで き

る。例 えば、携帯電話、携帯ゲーム機器等の液晶表示装置があげ られる。本

実施形態の画像表示部 2 は、かかる液晶表示装置の液晶表示パネルである。

なお、画像表示部 2 が液晶表示パネルである場合 には、図 2 に示すように

、 その表面 に偏光板 6 、 7 が設 け られている。

[01 33] 本実施形態の画像表示装置 1 の製造方法 と しては、例 えば、 まず、画像表

示部 2 上の周縁部 に、 スぺ一サ 4 と図示 しない突堤部 を設 け、 これ らの内側

の領域 に本発明 （I ) の重合性組成物 を所定量滴下する。

そ して、画像表示部 2 のスぺ一サ 4 上 に保護部 3 を配置 し、表示部 2 と保

護部 3 との間の空隙に、本発明 （I ) の重合性組成物 を隙間な く充填する。

その後、保護部 3 を介 して、本発明 （I ) の重合性組成物 に対 して、本発

明 （I ) の重合性組成物の必須成分である成分 （3 ) が感光可能な光 を照射

することによ り、本発明 （I ) の重合性組成物 を重合 させる。 これによ り、

目的 とする画像表示装置 1 を得 る。

[01 34] この画像表示装置 1 によれば、重合物層 5 と保護部 3 との屈折率が同等で

あるため、輝度ゃ コン トラス 卜を高めて視認性 を向上 させることがで きる。

また、画像表示部 2 および保護部 3 に対 し、重合性組成物の重合時の体積

収縮 によ り引 き起 こされる応力の影響 を最小限に抑 えることがで きるので、

画像表示部 2 および保護部 3 において歪みがほとん ど発生せず、 その結果、

画像表示部 2 に変形が発生 しないので、表示不良のない高輝度 および高 コン

トラス 卜の画像表示が可能 になる。

[01 35] また、本発明 （I V ) は、本発明 （I I I ) の画像表示装置の製造方法 に

よって製造 された画像表示装置である。



本発明 （I v ) の画像表示装置は、液晶表示パネルの本体が光学 ガラスか

ら形成 されている場合、一般的にその屈折率 （n D) は、 1 . 4 9 ~ 1 . 5 2

となる。なお、屈折率 （n D) が、 1 . 5 5 程度 の強化 ガラスも存在する。

保護部 3 は、表示部 2 と同程度の大 きさの板状、 シ一 卜状 またはフイルム

状の透光性部材か ら形成 されている。 この透光性部材 と しては、例 えば、光

学 ガラスや プラスチ ック （ポ リメタク リル酸 メチル等のアク リル樹脂等）を

好適 に用いることがで きる。保護部 3 の表面 も しくは裏面 には、反射防止膜

、遮光膜、視野角制御膜等の光学層 を形成 してもよい。

保護部 3 がァク リル樹脂か ら形成 されている場合 には、一般的にその屈折

率 （n D) は 1 4 9 ~ 1 5 1 となる。

保護部 3 は、表示部 2 の周縁部 に設 け られたスぺ一サ 4 を介 して表示部 2

上 に設 け られている。 このスぺ一サ 4 の厚 さは 0 . 0 5 ~ 1 . 5 m m程度で

あ り、 これによ り画像表示部 2 と保護部 3 との表面間距離が 1 m m程度 に保

持 される。

また、保護部 3 の周縁部 には、輝度 および コン トラス トを向上 させるため

、図示 しない枠状の遮光部が設 け られている。

画像表示部 2 と保護部 3 との間には、重合物層 5 が介在 している。 この重

合物層 5 には、本発明 （I I ) の重合物が介在するため、可視光領域の透過

率が 9 0 % 以上 になる。 ここで、重合物層 5 の厚みは 5 0 ~ 3 5 O m とな

るようにすることが好 ま しい。

また、重合物層 5 には、本発明 （I I ) の重合物が介在するため、 2 5 °C

における屈折率 （n D) は、 1 . 4 5 1 . 5 5 、好 ま しくは、 1 . 4 8 ~ 1

. 5 2 になるので、画像表示部 2 や保護部 3 の屈折率 とほぼ同等 になるので

好 ま しい。 これによ り、画像表示部 2 か らの映像光の輝度や コン トラス トを

高め、視認性 を向上 させることがで きる。

重合物層 5 には、本発明 （I I ) の重合物が介在するため、 2 3 °C におけ

る引張弾性率が、好 ま しくは 1 X 1 0 P a 以下、 よ り好 ま しくは 1 X 1 0 ~

1 X 0 6 P a になる。 その結果、画像表示部 および保護部 に対 して、重合性



組成物の重合時に体積収縮 に起因する応力の影響 による歪みの発生を防止す

ることがで きる。

また、重合物層 5 には、本発明 （I I ) の重合物が介在するため、重合性

組成物の重合時の体積収縮率が、好 ま しくは 4 . 0 % 以下、 よ り好 ま しくは

3 . 0 % 以下になる。 これによ り、重合性組成物が重合する際に重合物層 に

蓄積 される内部応力を低減 させることがで き、重合物層 5 と液晶表示パネル

または保護部 3 との界面 に歪みがで きることを防止で きる。 したが って、

重合性組成物 を液晶表示パネル 2 と保護部 3 との間に介在 させ、 その重合性

組成物 を重合 させた場合 に、重合物層 5 と液晶表示パネル 2 または保護部 3

との界面で生 じる光の散乱 を低減 させることがで き、表示画像の輝度 を高め

ると共 に、視認性 を向上 させることがで きる。

[01 37] ここで、使用される光学 ガラス板 と しては、液晶セルの液晶を挟持するガ

ラス板ゃ液晶セルの保護板 と して使用されているものを好 ま しく使用で きる

。 また、使用されるアク リル樹脂板 と しては、液晶セルの保護板 と して使用

されているものを好 ま しく使用で きる。 これ らの光学 ガラス板ゃァク リル樹

脂板の平均表面粗度 は、通常、 1 . O n m以下である。

[01 38] また、画像表示部 2 と保護部 3 との間に本発明 （I I ) の重合物層 5 が充

填 されているので、衝撃 に強い。

加えて、画像表示部 と保護部 との間に空隙を設 けていた従来例 に比 して薄

型 に形成することがで きる。

[01 39] また、本発明 （I V ) の画像表示装置は種 々の態様 をとることがで きる。

例 えば、図 3 に示すように、 スぺ一サ 9 を省略 して画像表示装置 1 を製造 し

てもよい。 この場合 には、基部 2 上 に、本発明 （I ) の光重合性組成物 を塗

布 し、 その上 に保護部 3 を重ね、前述 と同様 に光重合 を行 う。

また、本発明は、上述 した液晶表示装置のみな らず、例 えば、有機 E L 、

プラズマデ ィスプ レイ装置等の種 々のパネルデ ィスプ レイに適用することが

で きる。

実施例



[ 0 140] 以下、実施例により本発明を更に具体的に説明するが、本発明は以下の実

施例にのみ制限されるものではない。

[ 0 14 1] < 粘度の測定>

粘度は以下の方法により測定 した。

試料 1 m L を使用 して、コー ン/ プレ一 卜型粘度計 （B r o o k f ί e I

d 社製、型式 ：D V _ I I + P r o 、スピン ドルの型番 ：C P E — 4 2 ) を

用いて、温度 2 5 . 0 °C、回転数 1 0 r p mの条件で粘度がほぼ一定になつ

たときの値を測定 した。

[0142] < 水酸基価の測定>

J I S K 0 0 7 0 に準拠 して測定 した。

[0143] < 数平均分子量>

数平均分子量は下記条件でG P C により測定 したポリスチレン換算の値で

ある。

装置名 ：日本分光株式会社製 H P L C ユニット H S S —2 0 0 0

カラム ：S h o d e x カラム L F —8 0 4

移動相 ：テ トラ ヒ ドロフラン

流速 ： . 0 m L m i n

検出器 ：日本分光株式会社製 R I _ 2 0 3 1 P I u s

温度 ：4 0 . 0 °C

試料量 ：サンプルループ 1 0 0 从 1_

試料濃度 ：0 . 5 w t %前後に調製

[0144] (実施合成例 1 )

攪拌装置および蒸留装置を備えた 5 0 0 m L の反応容器中にP r i p o I

(登録商標） 2 0 3 3 (クロ一ダ製水添ダイマ一ジ才一ル、水酸基価 2 0 2

m g K O H / g ) 3 2 2 . 2 g 、セバシン酸ジメチル （東京化成工業株式会

社製） 8 7 . 5 g 、ジ才クチル錫才キシ ド （商品名 ：D O T O、北興化学ェ

業株式会社製） 0 . 1 8 g を仕込み、約 1 7 0 °C、常圧下から始めてメタノ

—ルを流出させながら減圧 しつつェステル交換反応を行つた。メタノールの



総留出量は 2 4 . 4 g であ った。水酸基価 5 8 . 1 m g K O H / g である （

ポ リ）エステルポ リオール （以下、 （ポ リ）エステルポ リオール A と記す。

) を得た。

(実施合成例 2 )

攪拌装置、温度計、滴下 口一 卜および コンデ ンサ一を備 えた 1 O O m L の

反応容器 に、 2 ， 2 , 4 _ 卜リメチルへキサメチ レンジイソシァネ一 卜と 2

， 4 ， 4 _ 卜リメチルへキサメチ レンジイソシァネ一 卜の混合物 （商品名 ：

V E S T A N A T (登録商標） T M D し ェボニ ックデ グサ製） 2 1 . 8 9

g 、 ジ才 クチル錫 ジラウ レ一 卜1 2 m g および p —メ トキシフエノール 2 4

m g を反応容器 に投入 し、 4 — ヒ ドロキシプチル ァク リレー 卜1 5 . 6 g

を滴下 口一 卜を用いて滴下投入 した。滴下中、反応容器内の温度 は 7 0 °C 以

下になるように した。滴下終 了後、 2 時間、反応器内の温度 を 6 5 ~ 7 0 °C

に維持 したまま、撹拌 を継続 して反応生成物 （以下、反応生成物 と記す。

) を得た。

攪拌装置、温度計および コンデ ンサ一を備 えた 3 0 O m L の反応容器 に、

前述の （ポ リ）エステルポ リオ一ル A 7 8 . 9 g 、 P r i p o I (登録

商標） 2 0 3 3 ( クロ一ダ製水添 ダイマージオール、水酸基価 2 0 2 m g K

0 H / g ) 1 . 1 g およびジ才 クチル錫 ジラウ レ一 卜1 2 m g を投入 し、撹

拌 を開始 した。 その後、 6 0 °C に温度 を維持 した反応生成物 3 3 . 7 g

を数 回に分 けて反応容器内に投入 した。 その間、反応器内の温度 は、 7 0 °C

よ り高 くな らないように した。 その後、反応器内の温度 を 6 5 ~ 7 0 °C に維

持 して撹拌 を継続 した。 I R でイソシアナ 卜基の C = 0 伸縮振動の吸収がな

くな つた ことを確認 して反応 を終 了 した。液体 クロマ トグラフィーで分析 し

た結果、生成物 中に、 4 — ヒ ドロキシプチル ァク リレー 卜 ：V E S T A N A

T (登録商標） T M D I = 2 ：1 (モル比）の反応生成物 （即ち、下記式 （

6 ) と下記式 （7 ) の混合物）が 2 質量％存在することが確認 された。 この

4 — ヒ ドロキシプチル ァク リレー 卜 ：V E S T A N A T (登録商標） T M D

1 = 2 : ( モル比）の反応生成物 をウ レタンァク リレ一 卜モノマ一 とす



る。また、反応生成物から前記ウレタンァクリレー 卜モノマ一 を除いたも

のをウレタンァクリレ一 卜1 とする。

[0146] [化6]

[0148] (実施合成例 3 )

攪拌装置、温度計、滴下口一 卜およびコンデンサ一を備えた3 0 0 m L の

反応容器に、前述の （ポリ）エステルポリオ一ルA 7 8 . 9 g 、 P r i

p o I (登録商標） 2 0 3 3 (クロ一ダ製水添ダイマ一ジ才一ル、水酸基価

2 0 2 m g K O H / g ) 1 . 1 g およびジ才クチル錫ジラウレ一 卜2 0 m g

を投入 し、撹拌を開始 した。その後、 2 _ イソシアナ 卜ェチルァクリレー 卜

(商品名 ：カレンズ （登録商標）A O し 昭和電工株式会社製） 1 3 . 4 g

を滴下 して投入 した。その間、反応器内の温度は、 7 0 °Cより高くならない

ようにした。その後、反応器内の温度を6 5 ~ 7 0 °Cに維持 して撹拌を継続

した。 I Rでイソシアナ 卜基のC = 0 伸縮振動の吸収がなくなつたことを確

認 して反応を終了した。製造されたウレタンァクリレ一 卜をウレタンァクリ

レ一 卜2 とする。

[0149] (実施合成例 4 )

2 _ イソシアナ 卜ェチルァクリレー 卜 （商品名 ：力レンズ （登録商標）A

0 し 昭和電工株式会社製） 1 3 . 4 g の代わりに、 2 _ イソシアナ 卜ェチ

ルメタクリレー 卜 （商品名 ：カレンズ （登録商標）M O し 昭和電工株式会



社製） 1 4 . 7 g に使用 した他 は、実施合成例 3 と同様の操作 を行い、 ウ レ

タンメタク リレ一 卜を製造 した。製造 されたウ レタンメタク リレ一 卜をウ レ

タンメタク リレ一 卜1 とする。

[01 50] (実施合成例 5 )

攪拌装置および蒸留装置 を備 えた 5 0 0 m L の反応容器中に P r i p o I

(登録商標） 2 0 3 3 ( クロ一ダ製水添 ダイマ 一 ジ才一ル 、 水酸基価 2 0 2

m g K O H / g ) 3 4 1 . 2 g 、 セバシン酸 ジメチル （東京化成工業株式会

社製） 1 0 8 . 6 g 、 ジ— n —才 クチル錫才キシ ド （商品名 ：D O T 0 、北

興化学工業株式会社製） 0 . 1 8 g を仕込み、約 1 7 0 °C、常圧下か ら始め

てメタノール を留出させなが ら減圧 しつつェステル交換反応 を行 った。 メタ

ノール の総留出量は 3 0 . 2 g であ った。水酸基価 3 8 . 2 m g K O H / g

である （ポ リ）エステルポ リオール （以下、 （ポ リ）エステルポ リオール B

と記す。）を得た。

[01 5 1 ] (実施合成例 6 )

攪拌装置および コンデ ンサ一を備 えた 5 0 0 m L の反応容器中に （ポ リ）

エステルポ リオ一ル B 3 0 0 g および 1 ， 9 —ノナ ンジ才一ルジァク リレ

— 卜2 7 . 7 g (商 品名 ：N K エステル （登録商標） A _ N 0 D _ N 、新 中

村化学工業株式会社製）、チタンテ 卜ラブ トキシ ド0 . 5 g および p —メ 卜

キシフエノール 0 . 0 5 g を投入 し、撹拌 を開始 した。オイルバスを用いて

、 1 3 0 °C に昇温 し、攪拌 を 7 時間継続 した。 ガスクロマ トグラフィーで 1

， 9 —ノナ ンジ才一ルジァク リレー 卜が 9 5 % 以上消失 していることを確認

して反応 を終 了 した。 G P C による数平均分子量は 1 6 0 0 の高分子 （以下

、 （ポ リ）エステル ァク リレー 卜1 と記す。）であ った。

[01 52] (実施合成例 7 )

攪拌装置および還流可能な蒸留装置 を備 えた 5 0 0 m L の反応容器中に P

r i p o I (登録商標） 2 0 3 3 ( クロ一ダ製水添 ダイマージオール、水酸

基価 2 0 2 m g K O H / g ) 3 6 6 . 6 g 、 ジェチル カ一ボネ一 卜 （東京化

成工業株式会社製） 5 4 . 3 g 、 チタンテ 卜ラブ トキシ ド0 . 2 g 、 ジ才 ク



チル錫才キシ ド （商品名 ：D O T O 、北興化学工業株式会社製） 0 . 1 2 g

を仕込み、オイルバスを用いて、 1 3 0 °C に昇温 し、 その後反応の進行 に伴

い温度 1 8 0 °C まで昇温 した。圧力も常圧下か ら始めてエタノール を留出さ

せなが ら減圧 しつつエステル交換反応 を行 った。なお、エタノールが留出の

際に、一緒 に留出 したジェチル カ一ボネ一 卜 （東京化成工業株式会社製）の

量 をガスクロマ 卜グラフィ一で確認 して、留出量分のジェチル カ一ボネ一 卜

を追添 した。エタノールの総留出量は 2 9 . 5 g であ った。水酸基価 5 7 .

3 m g K 0 H / g である （ポ リ）力一ボネ一 卜ポ リオール （以下、 （ポ リ）

力一ボネ一 卜ポ リオ一ル A と記す。）を得た。

[01 53] (実施合成例 8 )

攪拌装置、温度計、滴下 口一 卜および コンデ ンサ一を備 えた 3 0 0 m L の

反応容器 に、前述の （ポ リ）力一ボネ一 卜ポ リオ一ル A 7 7 . 8 g 、 P

r i p o I (登録商標） 2 0 3 3 ( クロ一ダ製水添 ダイマージオール、水酸

基価 2 0 2 m g K O H / g ) 2 . 2 g およびジ才 クチル錫 ジラウ レ一 卜2 0

m g を投入 し、撹拌 を開始 した。 その後、 2 _ イソシアナ 卜ェチル メタク リ

レ一 卜 （商品名 ：カ レンズ （登録商標） M O し 昭和電工株式会社製） 1 4

. 7 g を滴下 して投入 した。 その間、反応器内の温度 は、 7 0 °C よ り高 くな

らないように した。 その後、反応器内の温度 を 6 5 ~ 7 0 °C に維持 して撹拌

を継続 した。 I R でイソシアナ 卜基の C = 0 伸縮振動の吸収がな くな つた こ

とを確認 して反応 を終 了 した。製造 されたウ レタンメタク リレ一 卜をウ レタ

ンメタク リレ一 卜2 とする。

[01 54] (実施合成例 9 )

攪拌装置および蒸留装置 を備 えた 5 0 0 m L の反応容器中に P r i p o I

(登録商標） 2 0 3 3 ( クロ一ダ製水添 ダイマ一ジ才一ル、水酸基価 2 0 4

m g K O H / g ) 0 0 . 0 g 、 P r i p o I (登録商標） 1 0 0 9 ( ク

ローダ製水添 ダイマ 一酸、酸価 1 9 4 m g K O H / g ) 7 7 1 . 2 g 、 モ ノ

_ n —才 クチル錫才キシ ド （商品名 ：M O T O 、北興化学工業株式会社製）

1 . 6 g を仕込み、約 2 0 0 °C、常圧下か ら始めて水 を留出させなが ら減圧



しつつ脱水縮合反応 を行 った。水の留出速度が遅 くな つた ら、 さ らに、反応

器 を約 2 4 0 °C まで昇温 し、水の留出を継続 した。 その結果、水の総留出量

は 1 4 4 . 0 g であ った。水酸基価 4 1 . 0 m g K 0 H / g である （ポ リ）

エステルポ リオ一ル （以下、 （ポ リ）エステルポ リオ一ル C と記す。）を得

た。

[01 55] (実施合成例 1 0 )

攪拌装置および コンデ ンサ一を備 えた 5 O O m L の反応容器中に （ポ リ）

エステルポ リオ一ル C 3 0 0 g および 1 ， 4 —プタンジ才一ルジァク リレ

— 卜1 4 . 4 8 g (商 品名 ：V # 1 9 5 、大阪有機化学工業株式会社製）、

ジ— n —才 クチル錫才キシ ド （商品名 ：D O T O 、北興化学工業株式会社製

) 0 . 5 g および p —メ トキシフエノール 0 . 0 5 g を投入 し、撹拌 を開始

した。オイルバスを用いて、 1 3 0 °C に昇温 し、攪拌 を 7 時間継続 した。 ガ

スクロマ 卜グラフィ一で 1 ， 4 —ブタンジ才一ルジァク リレ一 卜が 9 7 % 以

上消失 していることを確認 して反応 を終 了 した。 G P C による数平均分子量

は 1 8 6 0 の高分子 （以下、 （ポ リ）エステル ァク リレー 卜2 と記す。）で

あ った。

[01 56] (実施合成例 1 )

攪拌装置および コンデ ンサ一を備 えた 5 O O m L の反応容器中に （ポ リ）

エステルポ リオ一ル C 3 0 0 g および 1 ， 4 —プタンジ才一ルジァク リレ

— 卜2 1 . 7 2 g (商 品名 ：V # 1 9 5 、大阪有機化学工業株式会社製）、

ジ— n —才 クチル錫才キシ ド （商品名 ：D O T O 、北興化学工業株式会社製

) 0 . 5 g および p —メ トキシフエノール 0 . 0 5 g を投入 し、撹拌 を開始

した。オイルバスを用いて、 1 3 0 °C に昇温 し、攪拌 を 7 時間継続 した。 ガ

スクロマ 卜グラフィ一で 1 ， 4 —プタンジ才一ルジァク リレ一 卜が 9 5 % 以

上消失 していることを確認 して反応 を終 了 した。 G P C による数平均分子量

は 1 4 8 0 の高分子 （以下、 （ポ リ）エステル ァク リレー 卜3 と記す。）で

あ った。

[01 57] (実施配合例 1 )



前記 ウ レタ ンァ ク リ レー 卜 1 3 0 . 7 7 g 、前記 ウ レタ ンァ ク リ レー 卜

モ ノマ 一 0 . 6 3 g 、 ラ ウ リル ァ ク リ レー 卜 （商品名 ：プ レンマ 一 L A

、 日油株式会社製） 1 8 . 3 g 、 2 — ヒ ドロキシプロピル メタク リレ一 卜 （

商品名 ：H P M A 、三菱 レイ ヨ ン株式会社製） 3 g 、 テ ル ペ ン系水添樹脂 （

商品名 ：C L E A R O N (登録商標） P 8 5 、 ヤ スハ ラケ ミカル 株式会社製

) 2 9 g 、 ペ ンタエ リス リ 卜一ル テ トラ キ ス [ 3 — ( 3 ， 5 _ ジ 一 t e r t

—プチル — 4 — ヒ ドロキシフエニル） プロビオネ一 卜] (商 品名 ： I R G A

N O X (登録商標） 1 0 1 0 、 B A S F 製） 0 . 3 g および 2 ， 4 ， 6 _ 卜

リメチル ベ ン ゾィル ジ フ エニル ホ ス フ ィ ン才 キサ イ ド （商品名 ：S p e e d

C u e T P O 、 L a m b s o n 製） 1 g を自転 ' 公転 ミキサー （株式会

社 シ ンキ一製、商品名 ：あわ とり鍊太郎 A R E — 3 1 0 ) を用いて混合 し

た。 この配合物 を重合性組成物 A と した。重合性組成物 A の 2 5 °C での

粘度 は 3 9 0 0 m P a s であ つた。

[01 58] (実施配合例 2 ~ 9 および比較配合例 1 ~ 2 )

実施配合例 1 と同様の方法 によって、表 1 に示す配合組成 に従 って配合 し

た。実施配合例 2 ~ 9 で調製 した配合物 を、 それぞれ重合性組成物 A 2 ~ A

9 と し、比較配合例 1 および比較合成例 2 で調製 した配合物 を、 それぞれ、

重合性組成物 B と重合性組成物 B 2 と した。

なお、表 1 中に記載の実施配合例 および比較配合例の各成分の数字の単位

は 「質量部」である。

[01 59]



[ 表 1]

< 試験 片の作成方法および初期の光学特性評価 >

前記重合性組成物 A 1 ~ A 9 、重合性組成物 B および重合性組成物 B 2



を、 それぞれ、バーコ一タ一を用い、膜厚が 2 0 0 m となるようにガラス

板 （5 0 m m X 5 0 m m X O . 7 m m、 ガラスの種類 商品名 ：E A G L E

X G (登録商標）、 C O R N I N G 製）に塗布 し、同種同形のガラス板で

挟み こみ、 メタルハ ライ ドランプを用いたコンベ ア式紫外線照射装置 （株式

会社 ジ一エス ュアサライテ ィング製、商品名 ：G S N 2 — 4 0 ) を用い、

ガラス板越 しに、照射強度 1 9 0 mW / c m 2 ( 3 6 5 n m の値）、照射量 2

8 0 0 m J / c m 2 ( 3 6 5 n m の値）の条件で紫外線 を照射 して重合 させ、

ガラス板 に挟 まれた膜厚が約 2 0 0 m の評価試験用の重合物膜 を得た。重

合性組成物 A 1 ~ A 9 、重合性組成物 B 1 および重合性組成物 B 2 を用いて

製造 された、前記 ガラス板 に挟 まれた膜厚が約 2 0 0 m の評価試験用の重

合物膜 を、 それぞれ試験 片 A 1 ~ A 9 、試験 片 B および試験 片 B 2 と した

。 これ らの試験 片の全光線透過率、ヘーズおよび b *を後述の方法 によ り測定

した。 その結果 を表 3 に記す。

[01 6 1 ] < 全光線透過率の測定>

2 枚 のガラス板 （5 O m m X 5 O m m X O . 7 m m、 ガラスの種類 商品

名 ：E A G L E X G (登録商標）、 C 0 R N I N G 製）の間に 2 0 0 从 m

厚の蒸留水 を入れたものを リフ ァ レンス に用いて、前記試験 片 A ~ A 9 、

試験 片 B および試験 片 B 2 の全光線透過率 を、 J I S K 7 3 6 -

に準拠 して測定 した。

[01 62] < ヘーズの測定>

2 枚 のガラス板 （5 O m m X 5 O m m X O . 7 m m、 ガラスの種類 商品

名 ：E A G L E X G (登録商標）、 C 0 R N I N G 製）の間 に 2 0 0 从 m

厚の蒸留水 を入れたものを リフ ァ レンス に用いて、前記試験 片 A ~ A 9 、

試験 片 B および試験 片 B 2 の全光線透過率 を、 J I S K 7 1 3 6 に準

拠 して測定 した。

[01 63] < ぃ の測定>

2 枚 のガラス板 （5 O m m X 5 O m m X O . 7 m m、 ガラスの種類 商品

名 ：E A G L E X G (登録商標）、 C 0 R N I N G 製）の間 に 2 0 0 从 m



厚の蒸留水 を入れたものを リフ ァ レンス に用いて、前記試験 片 A ~ A 9 、

試験 片 B および試験 片 B の全光線透過率 を、 J I S Z 8 7 2 9 に準

拠 して測定 した。

[01 64] < 屈折率の測定>

2 枚 のシ リコー ンでコ一 卜されたポ リエチ レンテ レフタ レ一 卜フイルムを

用いて、 その間に、重合性組成物 A 1 ~ A 9 、重合性組成物 B 1 および重合

性組成物 B 2 を、膜厚が 2 0 0 m になるように挟み込み、 メタルハ ライ ド

ランプを用いたコンベ ア式紫外線照射装置 （株式会社 ジ一エス ュアサライ

テ ィング製、商品名 ：G S N 2 — 4 0 ) を用い、 シ リコー ンでコ一 卜された

ポ リエチ レンテ レフタ レ一 卜フイルム越 しに、照射強度 1 9 0 mW / c m 2 (

3 6 5 n m の値）、照射量 2 8 0 0 m J / c m 2 ( 3 6 5 n m の値）の条件で

紫外線 を照射 して重合 させ、 シ リコー ンで コ一 卜されたポ リエチ レンテ レフ

タ レ一 卜フイルムに挟 まれた膜厚が約 2 0 0 m の評価試験用の重合物膜 を

得た。 この重合物膜 をシ リコー ンでコ一 卜されたポ リエチ レンテ レフタ レ一

卜フイルムか ら剥離 し、 J I S K 7 1 0 5 に準拠 して測定 した。 その結

果 を表 2 に記す。

なお、重合性組成物 Α 1 ~ Α 9 、重合性組成物 Β 1 および重合性組成物 Β

2 を重合 して得 られた、 シ リコー ンで コ一 卜されたポ リエチ レンテ レフタ レ

— 卜フ イル ム を剥離 した重合物膜 を、 それぞれ、重合物膜 Α 1 ~ Α 9 、重合

物膜 Β および重合物膜 Β 2 とする。

[01 65] < 重合時の体積収縮率の測定>

重合前の重合性組成物 A 1 ~ A 9 、重合性組成物 B および重合性組成物

B 2 と、 それ らの重合物 （即ち、重合物膜 A 1 ~ A 9 、重合物膜 B 1 および

重合物膜 B 2 ) の密度 を、 自動比重計 （型式 ：D M A _ 2 2 0 H 、新光電子

株式会社製）を用いて、 2 3 °C の温度条件で測定 し、下記の式か ら重合時の

体積収縮率 を求めた。

重合時の体積収縮率 （％ ) = (重合物の密度 一重合性組成物の密度）/ (重合物の

密度）X 10 0



その結果 を表 2 に記す。

[01 66] < 引張弾性率の測定>

重合物膜 A ~ A 9 、重合物膜 B および重合物膜 B 2 を引張 り試験機 （

株式会社島津製作所製、 E Z T e s t / C E ) に固定 し、 2 3 °C において

、引 っ張 り速度 5 0 0 m m / m i n で試験 を行い、引張弾性率 を求めた。 そ

の結果 を表 2 に記す。

[01 67] < 高温条件下で保存 した ときの全光線透過率、へ一ズおよび b *値 の測定>

前記試験 片 A 1 ~ A 9 、試験 片 B 1 および試験 片 B 2 を、 それぞれ 7 0 °C

、 8 5 °C および 9 5 °C の恒温機 に入れ、 5 0 0 時間経過後の試験 片を用いて

、前記の方法 によ り、全光線透過率、ヘーズおよび b *を測定 した。 その結果

な表 3 に す。

[01 68] < 高温高湿条件下で保存 した ときの全光線透過率、ヘーズおよび b *値 の測定

>

前記試験 片 A 1 ~ A 9 、試験 片 B 1 および試験 片 B 2 を、 それぞれ 6 0 °C

、 9 0 % R H の恒温恒湿機 に入れ、 5 0 0 時間経過後の試験 片を用いて、前

記の方法 によ り、全光線透過率、ヘーズおよび b *を測定 した。 その結果 を表

4 に記す。

[01 69]



表
使用 した重合性 重合性組成物 重合性組成物 重合性組成物 重合性組成物 重合性組成物 重合性組成物 重合性組成物 重合性組成物 重
組成物の名称 A 1 A2 A3 A4 A5 A6 A7 A8

使用 した重合物膜
重合物膜A1 重合物膜A2 重合物膜 A3 重合物膜 重合物膜A5 重合物膜A6 重合物膜 重合物膜A8

の名称
重合時の体積収縮率

1. ¾ 2. 2% 2. % 2. 3% 2. 0% 2. 7 % 2. 8 2. 7 %
(23°C)

重合物膜の屈折率n
1. 49 . 0 1. 0 1. 50 1. 49 1. 5 1 1. 50 1. 1

(25^)
引張弾性率

1. 2 05Pa 1. 0x 0 Pa 1. 7X 0 Pa 1. 0 x 0 Pa 1. 2 x 0 Pa 1. 0 x 0 Pa 8. 0 0 Pa 1. 0 Pa 1
(23。C)



[ 表 3]

表 3



[ 表 4 ]

表 4

表 2 、表 3 および表 4 の結果 よ り、本発明 （I ) の重合性組成物 は、重合

時の体積収縮率が低 く、かつ本発明 （I ) の重合性組成物 を重合 して得 られ



た重合物膜 は、高温条件で長期間保存 した場合 にも、高温多湿条件で長期間

保存 した場合 にも、着色や濁 り等の外観変化が起 こりに くく、良好な光透過

性 を維持で きることがわか つた。

産業上の利用可能性

[01 73] 以上のように、本発明 （I ) の重合性組成物 は、重合時の体積収縮率が低

く、かつ本発明 （I ) の重合性組成物 を重合 して得 られた重合物膜 は、高温

条件で長期間保存 した場合 にも、高温多湿条件で長期間保存 した場合 にも、

着色や濁 り等の外観変化が起 こりに くく、良好な光透過性 を維持で きるので

、該重合物膜 を、画像表示装置の画像表示部 と透光性の保護部 との間に介在

させる重合物層 と して使用 した場合 には、良好な光学粘着層 を提供すること

がで きる。

従 って、該重合物 を画像表示装置 に使用することは有用である。

符号の説明

[01 74] 表示装置

表示部

3 保護部

4 スぺ一サ

5 重合物 または重合物層

、 / 偏光板



請求の範囲

[ 請求項 1] 画像表示装置の画像表示部 と透光性の保護部 との間に介在 させる重

合物層 を形成するための重合性組成物であ って、該重合性組成物が、

( 1 ) (ポ リ）エステルポ リオールか ら誘導 された構造単位 および

または （ポ リ）力一ボネ一 卜ポ リオールか ら誘導 された構造単位 を

有する （メタ）ァク リロイル基含有化合物、

( 2 ) 炭素数 9 以上の炭化水素基 を有する （メタ）ァク リロイル基

含有化合物、 および

( 3 ) 光重合開始剤

を含む ことを特徴 とする重合性組成物。

[ 請求項2] ( 4 ) 水添石油樹脂、テ ル ペ ン系水添樹脂、水添 ロジ ンエ ステ ル 、

水添ポ リプタジェ ンおよび水添ポ リィソプ レンか らなる群か ら選ばれ

る少な くとも 1 種

をさ らに含む請求項 1 に記載の重合性組成物。

[ 請求項3] ( 5 ) アル コール性水酸基 を有する （メタ）ァク リロイル基含有化

合物

をさ らに含む請求項 1 または 2 に記載の重合性組成物。

[ 請求項4] ( 6 ) 水添ポ リプタジェ ンポ リオールおよび水添ポ リイソプ レンポ

リオ一ルか らなる群か ら選ばれる少な くとも 1 種

をさ らに含む請求項 1 ~ 3 のいずれか 1 項 に記載の重合性組成物。

[ 請求項 5] ( メタ）ァク リロイル基含有化合物 （1 ) が、水添 ダイマージ才一

ルか ら誘導 される構造単位 を有する （ポ リ）エステルポ リオールか ら

誘導 された構造単位 および または水添 ダイマ一ジ才一ルか ら誘導 さ

れる構造単位 を有する （ポ リ）力一ボネ一 卜ポ リオールか ら誘導 され

た構造単位 を有する （メタ）ァク リロイル基含有化合物であることを

特徴 とする請求項 1 ~ 4 のいずれか 1 項 に記載の重合性組成物。

[ 請求項 6] ( メタ）ァク リロイル基含有化合物 （1 ) が、水添 ダイマージ才一

ルか ら誘導 される構造単位 を有する （ポ リ）エステルポ リオールおよ



び または水添 ダイマ一ジ才一ルか ら誘導 される構造単位 を有する （

ポ リ）力一ボネ一 卜ポ リオール と、 （メタ）アク リル酸 またはアルキ

ル （メタ）ァク リレー 卜との反応 によって製造 される （メタ）ァク リ

口ィル基含有化合物であることを特徴 とする請求項 1 ~ 4 のいずれか

1 項 に記載の重合性組成物。

(メタ）ァク リロイル基含有化合物 （1 ) が、水添 ダイマ一ジ才一

ルか ら誘導 される構造単位 を有する （ポ リ）エステルポ リオール と、

(メタ）アク リル酸 またはアルキル （メタ）ァク リレー 卜との反応 に

よって製造 される （ポ リ）エステル （メタ）ァク リレー 卜であること

を特徴 とする請求項 1 ~ 4 のいずれか 1 項 に記載の重合性組成物。

(メタ）ァク リロイル基含有化合物 （1 ) が、水添 ダイマ一ジ才一

ルか ら誘導 される構造単位 を有する （ポ リ）エステルポ リオールおよ

び または水添 ダイマ一ジ才一ルか ら誘導 される構造単位 を有する （

ポ リ）カーボネー 卜ポ リオール を原料成分 と して用いて合成 されたゥ

レタン （メタ）ァク リレー 卜であることを特徴 とする請求項 1 ~ 4 の

いずれか 1 項 に記載の重合性組成物。

請求項 1 ~ 8 のいずれか 1 項 に記載の重合性組成物 を重合 して得 ら

れる重合物。

2 5 °〇での屈折率が 1 . 4 8 ~ 1 . 5 2 であることを特徴 とする請

求項 9 に記載の重合物。

画像表示部 を有する基部 と、透光性の保護部 と、前記基部 と前記保

護部 との間に介在する重合物層 を含む画像表示装置の製造方法であ つ

て、該方法が、

請求項 1 ~ 8 のいずれか 1 項 に記載の重合性組成物 を、前記基部 と

前記保護部 との間に介在 させる工程、 および

光重合開始剤が感光可能な光 を前記重合性組成物 に照射 して重合物

層 を形成する工程

を含む ことを特徴 とする画像表示装置の製造方法。



[ 請求項 12] 請求項 1 1 に記載の画像表示装置の製造方法 によって製造 された画

像表示装置。

[ 請求項 13 ] 画像表示部が液晶表示パネルであることを特徴 とする請求項 1 2 に

記載の画像表示装置。
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